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1.電子政府

情報社会へ向けて，世界中が変革を早めている。現在，情報社会を作りつつ

あるのは電子商取引 (ElectronicCommerce)や e-Businessを実施している世

界中の企業である。企業には倒産，買収という，自己組織の変革を強制的に，

しかも一気に実施させる外部圧力がある。しかし情報社会のもう一つの柱であ

る政府の改革は進んでいない。政府は独裁政権で無い限り，投票という非常に

遠まわりな方法でしか変革する方法がないからである。投票以外に，政府を情

報社会の政府に変革する方法として情報技術による電子政府の創立が考えられる。

11 電子政府の定義

電子政府とは紙を 1枚も使わないで行政サービスを行う政府である。電子政

府はデジタノレ文書に基盤をおいているのでデジタル政府で、ある。電子政府は

ネットワークとコンピュータの中に政府を創るのでVirtualGovernmentであ

る。電子政府は，現在の紙を基本とする工業社会の情報化ではなく，情報社会

の新しい憲法，司法，立法，行政に基づく政府である。情報社会では生活者の

80%が機会開発者であると言われている。機会開発者とは自分の未来の機会(新

しい可能性)に挑戦し，自分で新しい生、活を創造してしパ生活者と定義されて

( 1) VE (Virtual Enterprise)理事長
( 2) ~有)メディアリンク セールスディレクター
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いる。言い方を変えると，自分の生き甲斐を求めて，自分で，自分の一生の時

間の設計をし，それを実施し，実現する生活者といえる。このような生活者の

能力を最大限引き出すことが出来る行政サービスを行うのが情報社会の政府で

ある。そのためには生活者と電子政府が双方向で情報を共有できなければなら

ない。そのためには，住民と政府との関係を徹底的に双方向に変えなければな

らない。未だ情報社会も電子政府も目標とするモデルは出来ていなし、

1 ..2 電子政府のビジョン

電子政府のビジョンは，機会開発者が人類の持続可能性の実現を自分の生き

甲斐と捉えるような情報社会の建設の触媒にならなければならない。その持続

可能性を実現するには，ガス・スペスら(世界資源研究所)は，人聞社会が今

後20年ないし， 30年という短期間に少なくとも次の6種類の基本的な遷移を

経験して初めて可能になるといっている。(参考文献1)

[ほぽ安定な世界人口への人口学的遷移

;一人当りの環境影響を最小化する工学的遷移

3..商品とサービスに(環境コストを含めた)真のコストを課す試みがまじ

めになされ，それに刺激されて世界経済が自然の資本を枯渇させることな

く自然の収益に頼ろうとするような世界への経済的遷移

4..その収益をより幅広く分配するとともに，世界中の貧しい家族が家庭を

崩壊させることなしより多くの雇用の機会を得られるような世訟の中への

社会的遷移

5..全地球的な問題への全地球的な取り組みを促進し，さまざまな政策の統

合化を可能にするような超国家連合への制度的遷移

6..科学的研究，教育，および地球のモニタリングによって，当面する難題

の本質が多くの人々に理解できるような世i界への情報の遷移

L3 電子政府の背景

現在行われている世界中の電子政府プロジェクトは，まだ工業社会の政府へ
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の情報技術の適用に止まっている。主なテーマは 1)現在の行政プロセスの効率

化， 2)情報公開， 3)国民へのサービス向上である。未だ情報技術の利用度が3%

という段階(参考文献2)なので，やむを得ないことではある。

電子政府プロジェクトは世界中で，国際機関，国，地方自治体，非政府団体

をまき込んで，一斉に行われている。電子政府オリンピックの様相を呈してい

る。例えはアーサーアンダーセンの調査(2000年5月18日)によると，世界の

電子政府の順位は， 1叶米国， 2シンガポール， 3..オーストラリア， 4..カナダ，

5フランス， 6..英国， 7香港， 8..ニュージーランド， 9ノーノレウェイ， 10..スペ

イン， 11..ドイツ， 12“オランダ， 13..南アフリカ， 14“イタリー， 15ド日本， 16.. 

アイルランド， 17..メキシコ， 18ベルギー， 19..マレーシア， 20..ブラジ1レとなっ

ている。順位付けの方法は， 157の行政サービスがオンラインで双方向的に入手

できるかどうかで判定している。この調査の発表は6ヶ月毎に行われる予定で

ある。 (http://wwwkablenetcom)

第1位の米国は 1985年，防衛システムの調達の効率化のために，国防総省の

CALSから始まり，現在は，クリントン大統領がだした e-gov構想で， 2003年

までに全米国国民がすべての政府の情報にアクセスでき，すべての行政サービ

スがオンラインで出来るようにする計画が実施されて (http:jjwww.nprgovj 

initiatijitjindexhtml)。第2位のシンガポールは市民が生まれてから死ぬまで

の道に沿って，行政サービスがアクセスできるようになっている。出生登録，

小学校からの入学手続き，色々な教育，入隊登録，防衛，家族，観光，健康，

求職，海外渡航，軍人への道，輸送，住居，安全・法律，雇用，企業活動，求

人，退職となっている (http:jjwww.ecitizen.gov..sg)。第3位のオーストラリア

は1997年から GovernmentOnlineプロジェクトを進めている。このプロジェ

クトで情報サービス，調達，支払い，広報，宣伝，納税など400のオンライン

サービスを実施している (http:jjwww.govonline.gov.aujd)。そして 2001年ま

でに政府のすべての行政サービスをオンラインで行う。第4位のカナダはGov-

ernment On-lineプロジェクトで目標は2004年までに，国民と世界でもっと

も電子的に結ぼれた政府をつくることである (http://www.gol-gedgc.ca)。
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日本の電子政府はミレニアム・プロジェクト (1999年 12月 19日)に「電子政

府の実現」として取り上げられてから，脚光をあびている。「電子政府の実現」と

は， 2003年までに，民間から政府，政府から民間への行政手続をインターネッ

トでを利用しペーパーレスで行える電子政府の基盤を構築することである。そ

のために，認証基盤構築，共通基盤技術開発，申請・届出等手続の電子化，申

請・届出等手続の電子化の先導的な取り組み，政府調達(公共事業を除く)手続

の電子化，地方公共団体の情報化を先導するための実証実験の 6つの目標を達

成することになっている。この中の，地方公共団体の情報化は「総合行政ネット

ワーク構築」と称され，2003年までに霞が関WANに連結することになっている。

これで日本は 2003年から中央官庁とすべての地方自治体の文書が電子化さ

れ，ネットワークで交換できる，電子政府になるであろうか。これは現在の組

織で，現在の紙を基本とする業務のプロセスを情報技術を単にデジタyレ化する

のに過ぎない。つまり工業社会の電子政府である。 2001年 1月から始まる行政

改革(政治主導の確立，縦割り行政の弊害の排除，透明化・自己責任化，スリ

ム化目標を設定)で，大きく変わる可能性のある業務プロセスとの関係が明白

ではない。 2001年4月から実施される情報公開との関係も明白ではない。電子

政府を実施している国の開発順序は1)現在の行政プロセスの効率化， 2)情報公

開， 3)国民へのサービス向上となっている。つまり，先ず政府内をデジタノレ化

し，その情報をネットワークを使って公開し，最後に国民へのサービスを行う

順序である。この}I蹟序を変えると混乱を来し，組織のあらゆるところに情報の

孤島を作ることになる。デジタル化は過去の経験から学んだ方法を一段ずつ積

み上げてゆくのが最も成功率が高いことが，すでに実証されている。

一方地方自治体は 1998年頃から，広島県のバーチャル県庁，静岡県の電子県

庁など，ほとんどの県が行政情報化に取り組んでいる。市レベルでも，日本経

済新聞社及び日経産業消費研究所の調査による「効率的で聞かれた自治体」

(1998年9月，行政の1)透明度， 2)効率性， 3)利便度， 4)市民参加度の 4分野

の約50項目を得点化し，その偏差値の総合点によって評価したもの)に見るよ

うに，行政事務の改善が三鷹市，松本市，川崎市，尼崎市，藤沢市，新潟市な
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どで進められている(地方自治情報センター， http://www.lasdecnippon-net 

nejp/)。地方自治体の方が情報化と行政改革とがよく一致しているように見え

る。特に三鷹市は電子市役所を目指している。

住民が積極的に参加する地域情報化もスマートレイク(長野県諏訪地域)， 

Kochi 2001 Plan (高知県内)など，村おこし，教育，医療などを中心に地域情報

プラットフォームが構築されつつある(参考文献3)。都市の情報化が，アメリ

カオンライン，アムステノレダム，へJレシンキ，京都などで，デジタル・シティ

という都市情報プラットフォームの構築というプロジェクトで，国際的に進ん

でいる。デジタノレ・シティでは情報統合，参加型，エージェント，セキュリティ，

運営など技術が開発されている(参考文献4)。電子政府はこれらの情報プラッ

トフォームとのネットワークの構築が不可欠となる。

電子政府は世界中で， 2003-----2004年が一つの節になるであろう。米国が新し

い大統領の任期満了になり，シンガポールは次世代の eCitizen-eOfficeが実現

し，カナダとオーストラリアは GovernmentOnlineが実現する年である。そし

て，次世代インターネット，次世代携帯電話，デジタJレテレビが本格的な運用

が行われる年でもあるので，次世代電子政府への競争が一層激しく，加速され

るものと予想される。日本も 2003年に電子政府が実現することになっている。

しかし電子政府は米国は 1985年から開始されたものであり，シンガポールは

1990年から開始されている。電子政府の実現には，最低 10年はかかっている。

この差をどのようにして，この 3-----4年で克服するのか。

L4 電子政府の目的

電子政府プロジェクトの目的は，電子政府を世界で最初に創立することにあ

る。電子政府の発展段階を若山俊弘氏(国際大学教授)は電子政府の発展段階

を次の 4段階に分類されている。

第1段階:情報の一方向的提供

県庁ガイド，県からのお知らせなど政府・自治体側からの情報提供。

第2段階:特定サービスのオンライン提供
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自動車免許更新，各種申請書提出，さらに複雑なものでは税の返還などの特

定サービスのオンライン化。ただし，オンライン化といっても，申請書をオン

ラインでアクセス，印刷して，その後は紙ベースでやるものから，申請そのも

のもオンラインで済ませるものまで多様である。多くの場合，オフライン作業

(紙にハンコを押して実際に持っていくなど)とのコーディネートが必要になる。

第3段階:統合的サービスのオンライン提供

サービス提供者の視点ではなく，サービス享受者の視点から享受者のニーズ

に沿ってパッケージ化されたサービスをオンラインで提供する。ログオン一つ

ですべてのサービスにアクセスできる。このカテゴリーにはいるのは，世界で

豪州ヴィクトリア州のMAXIとシンガポールのeCitizenCenterの2っと言

われている (TheEconomist昔、SurveyArticle)。ただし，第2段階と同様，多

くのサービス・パッケージでオフライン作業とのコーデ、イネートが必要になる。

この場合 iコーディネート」はサービス提供者とサービス享受者間のみではな

く，サービス・パッケージ内のサービス提供者間(例:引越し (MoveHouse)に

おける電話会社と銀行)のコーディネートを含む。

第4段階:統合的サービスの統合的オンライン提供

たとえば，第3段階では iMoveHouseJ で，ユーザが 6~7 種類の非常に

重複した内容を持つ書類を 1個 1個書き込んで，関連作業を自分でコーディ

ネートしなければならないが，第四段階では，裏にこのような関連作業をコー

ディネートする「プロセス」をつけて，ユーザが書き込む書類は1つにする。

この背景にある技術的概念を iCollaborativePortalJと呼ぶ。これまでの Por-

talが単にコンテンツの提供，交換に留まっているのに対し，ユーザニーズを受

けて，部分サービス提供者がコーディネートし， トータル・ソリューションを

構築するための「プロセス」を提供する。

1.5 電子政府の基本概念

情報社会の電子政府をつくるには，限りなく直接選挙を前提にしなければな

らない。工業社会の紙を基本とする政府は担当が細分化され，階層化され，非
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常に頑丈な構造になっており，情報の流れは上から下にながれ，行政の情報は

政府から住民に一方的に流されている。このような組織，情報の流れは情報社

会の複雑で，急激な環境の変化に対応できなくなった。一方直接選挙で行政が

行われる将来の情報社会では，住民一人一人に政府が対応することになり，情

報は下から上にながれるようになるが，住民が成熟しなければ，行政は大混乱

が予想される。従って情報社会の電子政府の岸乱織は，それぞれが使命をもった

組織が，環境の変化に対応して，自己組織化して互いに進化するようなネット

ワーク組織にならなければならない。

つまり，紙の上に作られた工業社会の政府を情報技術で効率化するのではな

く，コンピュータ(デジタノレ携帯電話，デジタルテレビを含む)とネットワー

クの上に，新しく，情報社会の電子政府をつくる。

L6 電子政府の開発戦略

電子l政府は小さくまとまる組織の方が成功している。国で言えば，シンガポー

ノレ，オランダ，フィンランドなどである。地方自治体で言えば，ワシントン州，

カリフォノレニア州，ペンシノレパニア州などである。米国では州の方が連邦政府

よりも電子政府は進んでいる。これらは， トップが選挙で直接選ばれ，比較的

長期間 (4~ 8年)政権を維持している。この事例を日本に適用すると県か市

単位の地方自治体となる。岐阜県は2000年9月1日付けで，日本で最初の電子

県庁推進室を発足した。従って日本の電子政府は地方自治体から，短時間で成

功例を，次々に出して行く戦略をとるべきである。そのために，以下のような

基本戦略をとる。

1 ..方針，戦略，指導，標準化はCIOが中心となって，中央で一括して行う。

2..個々のプロジェクトは，担当責任者が責・任を持って，分散して行う。

3.. 情報技術，方針，法律などの問題は政府と民間と住民の共同で解決する。

4叶開発は情報交換と情報共有の 2段階に分けて実行する。

5 情報技術に関して民聞がリーダーシップをとる。

6..各プロジェクトは使命(住民に貢献すべき目標)別に，全ライフサイク
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ノレ(リサイクルまで)を考慮して行う(プロジェクトの適用範囲)。

7，各プロジェクトは責任者が計画，実施，計画と実施の差(学んだこと)

をリアルタイムで公開する。プロジェクトの成功例を公表し，表彰する。

評価基準は，運用を中心に，従来の方法よりも，より早いか，より安いか，

より良いかとする。

17 電子政府の開発目標

地方自治体の，現在の電子政府レベルを半年で調査する。電子政府の最大の

障害は，現存する紙の情報をどうするかである。行政は文書によって全ての事

業が進められており，規程等でその保有が義務づけられているほか，公文書館

法など歴史的価値のある文書の積極的な保存も行政の重要な役割となってい

る。現存する，このような紙の文書をすべてデジタル化するには，膨大な費用

と時聞がかかる。しかも，個人の電子メールや電子文書，各種のデータベース

などが入り乱れて，文書管理(文書のライフサイクル管理)を複雑にしている。

電子政府プロジェクトを始めるには，出発点となる，現在の文書をすべて，調

査しなければならない。

1，開発の第 1段階は情報交換がデジタルで，ネットワークを通して行える

ようにする。

2ゅ開発の第2段階は情報共有がデジタノレで，ネットワークで行えるように

する。

18 現在の電子政府レベル評価

L8，，1 現在の電子政府レベルを文書から調査する。

地方自治体は個人の文書も含めて，期日を区切って(約3ヶ月)，すべての文

書(紙，デジタルすべて)を使用中の文書，保存する文書，廃棄する文書に分

類する。そして，行政文書の体系の再構築を行う。また，現行の文書体系とそ

れを規定する法体系を明らかにする。使用文書と保存文書はもとに帰らぬよう

に，新しい文書管理システムへ移行する。新しい文書管理システムは，行政サー
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ビスを行う地方自治体の職員が行わず，専業の民間企業にアウトソーシングす

る。

1 ..新しい文書保有書庫運用システム

保存文書配送業務の導入・保存箱を用いた，文書のロケーション管理方

式を採用する。また，保存文書検索のコンビュータ利用・公文書館との連

携方法についても検討する。

2 ..文書保存書庫運用管理のデジタノレ化

ロケーション管理には，コンピュータ利用やバーコードを用いた納入管

理，配布管理，貸出管理，保存文書の保管など文書のライフサイクル管理

を情報技術を使って行う。

3. 地方自治体内LANを利用した文書管理システム

LANを導入している地方自治体では，現在デジタル化されている文書・

資料は鑑(かがみ)を作る。具体的には回議書や供覧の様式をLAN端末上

で作成し，プリントアウトする方式にして，同時に文書・資料の検索やファ

イリングに必要な書誌事項を電子政府サーバーに吸い上げて集中化し，こ

れを元に新しい文書管理を構築する方法を行う。当面は鑑の作成のみとし，

2001年4月からの情報公開に備える。次の段階で，電子化の範囲の拡張を

行い，電子決裁へと発展させることとし，それを前提としたシステム 構

築を行う。

1.8..2 現在の'電子政府レベルを組織の情報技術取り扱い成熟度から評価

する。

現行行政サービス・システムの電子政府レベルを，各部毎に，情報技術，業

務の流れ，組織，情報利用の4つの分野について 5段階で評価する。情報技

術は，使用しているハードウエア，ネットワーク，ソフトウエアなど。業務の

流れは，業務の流れが明確に定義されているか，各業務の流れの責任者が明示

されているか。組織は，管理階層は幾段あるか，チーム体制になっているか。

環境変化に対する意識があるかなど。情報利用は情報交換や情報の変更管理な

どのレベルで，各部の情報技術の利用成熟度を評価し，世界的なレベルでの位
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置付けを行う。

最新の情報技術を導入し，情報モデノレ，プロセスモデルを作ることは短時間

で出来るが，それを運用する組織の意識改革には，長い時聞がかかる。紙を基

本とする現在の行政システムをレベル1として，レベルを 1つ上げるには，過

去の経験から，最短で2年かかる。つまり，どんなに阜く意識改革を行っても，

レベル5に達するには 10年の歳月が統計では必要とされている。

L8..3 現在の電子政府レベルを個人の時間管理能力から=制面する。

個人の行政サービスは電話，面談，会議，などの情報収集・伝達，決済する，

読む，書く，計算するなどの情報生成，整理・検索，移動・外出などのその他が

ある。これらへの時間配分を調査し，作業効率を評価する。電子政府の成功は

人の資質にかかっているので，人は電子政府達成のための最大資源(Human

Capital)として人の教育・訓練に最重点をおく。

L8..4 現在の電子政府レベノレを住民参加から評価する。

広報，ホームページ，届け出，申請書などを遇して，住民の行政サービスの

利用度を調査する。

L8..5 地方自治体の現行行政サービスの業務(プロセス)モデルと情報モ

デノレを作成する (As-Isモデル)。

行政サービス項目に優先順位をつける。米固などの例では，先ず内部の行政

改革，次が情報公開，最後が行政サービスとなっている。行政改革の基本は住

民からのお金の流れ，つまり税の調達，分配，使用を効率化し，透明化するこ

とである。そのなかでも，税の使用，つまり，地方自治体の調達の行政改革が

もっとも効果が大きい。しかも企業への影響が大きい。一般的に，日本では，

地方自治体の調達の 30%から 50%が公共事業である。従って，電子政府の成果

を最大にするには，公共事業から，情報技術を利用して，行政改革プロジェク

トを行うべきである。

調査した文書体系をもとに，公共事業の運用システムを中心に，全ライフサ

イクルの業務(プロセス)モデルと情報モデノレを作成する。このプロジェクト

を全員参加で実施するために，使用する言葉の辞書とハンドブックを作成する。
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これを総称して，現存のモデル (As-Isモデル)と呼ぶ。

1..9 電子政府の実施

1.9，，1 CIOの副知事(助役)を置く。

知事(または市長)は電子政府を実現するための最高責任者として， CIOの

副知事を任命する。そして，知事は1)情報技術が創り出す価値を十分認識しな

ければならない， 2)CIOは既存の組織には無かったものなので， CIOが成功す

るように，組織の支援を得るようにしなければならない， 3)CIOを支援する情

報技術を取り扱う組織の信頼性を確固たるものにしなければならない。

CIOは電子政府を実現するために，情報技術と情報管理を最適に利用するた

めの方針の作成と実施の指導を行う。 CIOは急速に進化する情報技術を使っ

て，行政の作業能力を上げ，コストを下げ，住民へのサービスの向上を図らな

ければならない。と同時に，ますます複雑になる情報管理，ハードウエア，ソ

フトウエア，ネットワークを電子政府プロジェクトの要求に応じて，レベlレアッ

プし，最適の投資，運営をしなければならない。

CIOに必要な知識と経験は次の10の項目である。

1 ，行政の政策と組織

2“リーダーシップと管理技能

3引プロセス・変更管理

4“情報資源の戦略と計画

5“作業能力評価:評価モデルと方法

6" プロジェクト・プログラム計画

7 資金計画と投資評価

8 "調達

9"情報技術

10“デスクトップ・ソフトウエアの利用技術

1.9，，2組織を作る。

CIO副知事の単独責任とする，住民グループ，企業グループ，行政府グルー
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プのプロジェクト開発体制を作る。

1 .住民グループは自治会，町村長，非営利団体(NPO)の参加でつくる。こ

のグループは行政サービスの方針を決める。作業チームと運営・評価チーム

をつくり，住民に情報技術を学習する機会も提供する。

2..企業グループは，情報技術の開発の方針を決める。作業チームと運営・評

価チームをつくる。

3..行政グループ(電子政府推進部)は，電子政府の開発方針を決め，実施

の責任を負う。電子政府作業チーム，調整チーム，情報センターを作る。

4 ..プロジェクト支援グループは，電子政府専門家でつくり，相互の触媒と

なって，プロジェクトの実施を支援する。

1.9..3 予算をまとめる。

現在，公共事業費に使われている予算を総括して，予算総額の約3%を公共

事業調達の電子政府化予算に集中する。

1.9..4 電子政府開発ハンドブックを作成する。

開発ノ、ンドブックは開発戦略，開発計画，情報共有の導入，ライフサイクル

管理，電子政府モデル，使える情報技術，情報保障，調達契約，使う標準，事

例などを明記する。そして，英訳し，世界に向かつて，電子政府のレースに仲

間入りしたことを宣言する。

1.9..5 電子調達(建設CALS)を実施する。

プロジェクトの実施は，出来るだけ小さいプロジェクト(ミッション)から，

優先順位をつけて， 1つずつ独立のチームを組んで、実施する。例えば，小さい橋，

道路などを造りかえるプロジェクトが望ましい。なぜ、なら，既存の設計，施工，

運用の情報を As-Isモデルとして使える。ここから，リサイクJレまで含めた全

ライフサイクノレについて，より速しより安心より良い To-Beモデルを，利

用者， リサイクノレ者，運用者，施工者，設計者ら関係者全員の情報技術成熟度

に合わせて，作成する。 To-Beモデノレを作成するには，従来の設計よりも時間

もコストも大幅に増加するであろう。しかし，施工の約10倍かかる運用コスト

は大幅に低下するであろう。出来た To-BeモデJレは，ベースラインとして，プ

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



65 電子政府と建設CALS515 

ロジェクトサーパに登録し，変更は全員の承認を得て行う。プロジェクトリー

夕、ー(プロジェクトリーダーは名乗り出る方式が望ましい)が全責任を持って，

Plan-Do-Seeを行う。実施前に Seeの評価方法を公開しておく。プロジェクト

完全公開で実施する。ちょうどサッカーのサポータ

のような体制で行う。

は住民にリアノレタイムで，

(プレーヤー)(住民)，県職員

電子調達の発注使用書を作成する。L9..6 

という仕様書である。現在使われている発注仕様書は「どのように造るか」

of 

造る民間と検査する中立機関に任せて，-どのように運用するか」という仕様書

このプロジェクト参加者全員に対し，運用するにはどのような情報

が必要かを明確に記載した発注仕様書になる。これを運用概念(Concept

Operation)と言う。この仕様書の書き方のプロセスを図1に示す。
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図 1
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1“運用で要求する情報の型を確認する。

要求する情報リストの例を表1に示す。一般的に設計施工で生じる情報，

保全計画に必要な白情報，管理・行政情報，参考文献などに分類される。

表 1 要求する情報リスト

1 管理データ 3 運用，保全

事業計画 保全計画

事業計画線表・基本計画線表 保全支援計画

工学支援計画 安全に関する影響度評価

進捗状況報告 信頼性に関する影響度評価

契約手段 整備性報告

会議の議題 危険管理計画

審査・監査文書 維持計画

技術データ識別用チェックリスト 整備計画・信頼性計画

規格事業計画

作業構造(WBS) 試験報告

費用対効果報告 ライフサイクル経費見積

管理情報処理体系計画 設計・施工計画

データ連関表 環境影響度報告

形態管理計画 技術報告・調査業務

体系工学管理計画 (SEMP) 品質計画

情報化実施計画 情報システム資源統合支援書

経費設計計画

2 技術記述データ

技術データ集(パッケージ) 4 納入文書

体系仕様書 技術出版物

設計図面および連関表 運用者手順書

分析データ 操作手順書

シミュレーション・データ

試験データ

施工仕様書

ソフトウエア開発計画

ソフトウエア試験計画・説明書・報告書

体系仕様書報告

体系工学分析報告

工学データ
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2 誰が情報を使うかを確認する。

運用に関係する，管理者，設計者，保全担当，補給担当，補修・施工担当な

どが使う情報を特定する。

3 情報の使用目的を確認する。

情報をどのように使うかを明記する。例えば閲覧のみとか， コメントを入

れるとか。 さらに， どれほどの頻度で使用するかも記載する。

4 ..運用者の情報基盤を確認する。

要求する情報をどの情報システムで使用するかを明記する。

5 情報の型を確認する。

デジタノレ文書は変更不可能な文書と変更可能な文書を確認する。変更可能

な文書は， ネットワークを使わない文書と使う文書を確認する。

6.情報の形式を確認する。

要求する情報が，文，図， イメージ，英数字， 音声，統合ファイルの形式

を記述する。

7 情報交換の標準を決める。

情報の要求側と納入側の情報交換の方式を期限を切って決めておく。そし

て切れ目無く，見直しを行う。

8..情報の伝送， アクセスの方法，納入媒体の型の確認をする。

デジタノレ文書を郵送などで納入する場合， ネットワークで納入する場合の

媒体を確認する。一般に，紙，磁気テープ，フロッピーディスク， CD-ROM， 

DVDなどカまある。

1. 9..7 事後評価をする。

行政システムの運用を中心に評価し，計画と実施の差が次のプロジェクトの

教訓となる。 これを LessonLeamed報告書という。 そして， どれほど， より

速く， より安心 より良いシステムが出来たかを数値で示す。 しかも取り扱う

情報がしっかりと保障されていなければならない(情報保障，危機管理)。良い

成績を上げたチームは表彰し，悪い成績だ、ったチ}ムには敗者復活のチャンス

を与える。
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1. 10 電子政府の構成

電子政府の構成はネットワークの上に，統合データベ一人情報交換の出来

るソフトウエア，その情報を処理するアプリケーション・ソフトウエアを，シ

ステムのハードウエア，ソフトウヱアの構成を実時間で管理する構成管理シス

テムと時間管理システムとで，はさんで，切れ目の無い改善をライフサイクル

全体にわたって支援する構成になる。誰もが使いやすいインターフェイスも，

運用上非常に大切である。図2にその構成を示す。

インターフェイス

‘ヨJ、℃勺7l1|zfJソ写勺工 11 ~どごJJj仇工

|い川E印悶D凹I川|ドIG臼GES邸叶S
| 統合デ一夕ベ一スサ一ビス | 
| 構成管理 | 

図 2 電子政府の構成

L11 電子政府の標準

電子政府の標準は世界共通になるオープン・システムを採用しなければなら

ない。オープン・システムとは，まず国際標準で使える標準を探し(例えばISO

標準)，無ければ圏内標準，それでも無ければ政府標準，次が業界標準，どうし

ても無ければ，電子政府標準を創るか，または，利用者が決める標準にするこ

とである。

プロジェクトを進める前に，全員が了解して決めなければならない標準は，

基本としては文，図，イメージ図，表，動画，音声， OS，ネットワーク， CITIS 

である。さらにビジネスと工学の文書の形式(DTD)，CAD，地理情報(GIS)，

プロセスモデル，情報モデルの表現形式，データベース検索ソフトウエア，情

報保障ソフトウエアである。さらに出来ればプロジェクト管理， リスク管理，

ワークフロー，デスクトップツール(インターフェイス)も共通をはかるべき
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である。

ネットワークの上で，相手の顔を見ないでト，情報を交換したり，共有するに

は，通信システムや，ハードウエア，ソフトウエアによらない標準を決めてお

かなければならない。しかし，情報技術は今は，秒速で進歩しているので，固

定的な標準を決めると，情報技術の進歩を取り入れられなくなり，誰も使わな

いシステムを運営することになる。標準と情報技術の進歩とのバランスを常に

とるために，標準を常に見なおし，新しくしていく努力をしなければならない。

とくに国際標準は国，企業の政策がからむので，決定まで時聞がかかる。市場

が決めるデファクト標準は決定は早いが，市場のスピードに左右されて，不安

である。

このように標準の取り扱いは非常に難しいが，もっとも実際的なのは 1つ

のプロジェクトで，見なおし時聞を決めて，参加者全員が合意して使用する。

次が標準のプラットフォームを決めて，その中で特定の標準を時聞を決めて使

う。例えば電子商取引ではEDIをプラットフォーム標準とし， 1つのプロジェ

クトでは，日本のCIIのEDIを使う。さらに進歩した方法はメタデータを決め

て，参加者のソフトウエアからメタデータへのインターフェイスをとる方法で

ある。例えばGISのメタデータをつくり，参加者の使う GISソフトウエアとこ

のメタデータとのインターフェイスをつくる。最後はソフトウエアに依存する

方法がある。これはOntologyという数学的手法を使うが未だ実用にはなって

いない。

現在製品データはSTEPに乗せて情報の共有を図っている。これには沢山の

経験がある。空間データはGISにすべて乗せるべきであるが，まだ，プラット

フォームとなるオープンGISはない。メタデータを使う GISは日本で開発さ

れている。

電子政府で必要な文書管理の標準は，情報公開のために，平成 12年2月26日

付けで，各省庁事務連絡会議で申し合わせた「行政文書の管理方策に関するガ

イドラインについて」がある。 (http:jjwww.somucho.go.jpjgyoukanjkanrij 

gaido..htm)。調達に関する標準もプロジェクトを開始する前に決めておかなけ
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ればならない。

L 12 電子政府の情報保障

紙の上の情報とインターネットとコンビュータの上にデジタル化された情報

は何処が異なるか。1)紙情報は原本が確実に 1つしかないが，デジタル情報に

は原本がない。 2)紙情報は相手を人が確認してから(必要があれば第三者の立

会いのもとで)手から手に確実に渡すことができるが，デジタノレは，ネットワー

クの相手を確認する確かな方法がないし，確かに相手に，渡したい情報を渡し

たことを確認する確かな方法がない。紙のように確実に情報がやり取り出来る

方法が確立していないので，取れる対策は，情報を技術的に，制度的に，法律

的に保障し，万がいち保障が出来なかった場合はその損害を保険で支払うしか

ない。このように情報を総合的に保障することを情報保障という。特に，国民

の安全に関する情報を取り扱う電子政府では，最も重要な政策である。

この情報保障は，防護システムとそれを実施するプロセスからなっている。

情報保障の5つの要素を図3に示す。機密性(Confidentiality)を中心に，完全

性(Integrity)，入手可能性(Availability)，公証性(Authentication)，非拒絶性

(N on-Repudiation)を確立して，統合的に取り組まなければならない。機密性

は，データを保護することで，1)指定した受信者以外に，内容を開示すること

を防ぐ，内容の機密性， 2)情報の流れを変更されないように機密にする情報の

流れの機密性と 2つの方法で行う。完全性は， 1)情報が改ざんされていないこ

とを発信者が証明できるようにする内容の完全性と， 2)情報の作成者から受信

者へ送る順序を証明する順序の完全性を証明する。入手可能性は，認定された

者がシステムにアクセスしたり，情報を処理することを妨げられないことを保

障する。公証性は，発信者と受信者が正しい人であることを次の4つの方法で

行う。 1)メッセージ発信者を正しい人であることを検証するメッセージ発信者

確証， 2)発信者の原本性を確証する発信者原本確証， 3)メッセージが受信予定

者に確かに提出されることを証明する受信者証明， 4)メッセージが受信予定者

に確かに配達されたことを証明する配達証明。非拒絶性は，特定の行動が起こっ
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たときに拒絶されないことを次の3つで保障することである。 1)発信者がメッ

セージを送ることを拒絶することから保護する原本非拒絶性， 2)サービス提供

者がメッセージを提供することを拒絶することから保護する提供非拒絶性， 3) 

受信者がメッセージの受領を拒絶することから保護する配達非拒絶性。この情

報保障は次のような問題を解決しようとしている。

1 ..内部と外部の機密への脅威をどのようにして見つけ出すか。

2引どのような新しい法律や指針を適用するか。

3 情報保障を支援するためには，どのような資源が入手可能か。

4“高度な情報保障をするには，どのような道具やシステムがあるか。

5引もっとも投資効果があり，組織の運用に影響が小さい選択はどのような

ものか。

日本でも，情報保障の一部を，電子文書の内容を第三者の立場で証明する電

子公証サービスが開始された。公証サービスとは電子化された情報について，

「だれがj，，-いつj，，-だれとj，，-なにを」交換し，アクセスしたかを，中立性
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と客観性をもって証明するサービスを提供することである。サービスの内容は

1)発信者，受信者が正しい人であることを保障する認証サービス， 2)伝達する

情報が正しいことを証明書を発行して保障する真正性証明サービス， 3)機密情

報の機密を保全する電子ファイル保存サービス， 4)発信した情報が確かに正し

い受信者に届き，当人が確かに受け取ったことを保障する情報送受信サービス

の4項目からなっている。

1 ..13 電子政府のインフラ

電子政府を実施するのに必要な情報インフラは，今のインターネットの 1，

000 倍のギガビットの伝送速度が技術情報の共有には不可欠である。しかも法

律，保険を含めて，情報保障がされていなければならない。しかも，このよう

なハードウエアの情報インフラ以上に，ソフトウエアの情報インフラが必要で

ある。それは電子政府をソフトウエアで支える，電子政府情報センター，教育

をする地域センター，システム・テスト・センター，システム運用・確認センター，

システム相互運用試験センター，独立ソフトウエア確認試験センターなどが必

要である。

2.建設CALS

日本は，公共事業の構造改革をしなければ，情報社会は創れない。なぜなら，

日本の公共事業の総額は年間約70兆円と言われている。これは，米国国防予算

の約3倍である。米国国防総省は 10年間で約 1兆円かけて，防衛CALSを実施

し，予算は約30%程度削減する一方で，世界で最強の防衛システムを作り上げ

た。これが防衛CALSであり，現在の米国社会における情報技術インフラの基

盤となっている。日本の公共事業は全労働人口の約12%，662万人と約50万社

が従事している。この最大の産業を 50兆円， 331万人， 30万社に削減して，し

かも従来の公共事業を世界ーの環境循環型産業に転換することが日本の情報社

会をつくる基盤である。それができるのが建設CALSである。

建設CALSはCALSである。CALSは情報化ではない。CALSは情報技術で
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はない。 CALSは標準ではない。 CALSは環境ではない。 CALSは電子政府を

官と民で作る戦略である。 CALSは世界共通である。 CALSは全産業共通であ

る。 CALSは全行政サービス共通でトある。 CALSは関係者全員がシステムのラ

イフサイクlレ全体を常に考える(LifecycleSupport)。これが循環型社会の創生

である。 CALSはライフサイクル全体にわたって常に全員改善する (Continu-

ous Acquisition)。建設CALSはCALS世界で認められなければCALSにはな

らない。

建設CALSは2004年から建設省のCALSが実施され，2007年から岐阜の建

設CALSが実施され， 2010年から全地方自治体の建設CALSが実施される計

画である。すでに建設省の全地方建設局では，電子入札が実施されている。建

設省としての建設CALSの研究開発は建設省土木研究所，建設研究所が研究主

体となって，平成8年から始め，平成10年に完了している(参考文献5)。建

設省の実証プロジェクトも各地方建設局のフィーノレドテストと本省の電子調達

プロジェクト(土木設計業務等の電子納入要領(案)， CAD製図基準(案)，工

事完成図書の電子納品要領(案)，地質調査資料要領(案)，平成12年3月など)

が進行している。

建設CALSは戦略であるので， CALSの研修センター，研究会，勉強会をい

くらやっても実施の役にはたたない。それは 1995年から 3年間実証実験と称し

て行われた NCALSが実証している。

2.1 建設CALSが取り入れなければならない情報技術動向

一つの土木工事を行い，運用するための，プロセスの流れはたった一つであ

り，そのために生じる情報もたった一つである。しかし，要求されるプロセス，

情報の記述は，年々多くなり，多様になり，複雑になっている。この要求に一

つ一つ別々に対応していたのでは，人もコストも時間も膨大にかかることにな

る。これから，建設CALSに関連して，要求される文書，プロセスを検討する。

2..L1 情報公開

情報公聞は2001年4月1日から実施されることになっている。これは「行政
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機関の保有する情報の公開に関する法律(平成 11年法律42号)，法」と「行政

機関の保有する情報の公開に関する法律施行令(平成 12年政令第41号)，施行

令」に制定されている。国の行政文書の管理は，法第37条と施行令第16条の

規定に従った行政文書の管理を行わなければならない。行政文書の公開とは，

行政機関の職員が職務上作成し，または取得した文書，図面および電磁的記録

(電子的方式，磁気的方式，その他，人の知覚によって認識できない方式によっ

て作られた記録をいう)開示の義務を負うことである。

ここでは行政文書のデジタlレ化は米国のように紙文書低減法のような法律は

無いが，国民の公開要求に対応するには，デジタル化し，ネットワークを使う

しか方法はない。公開されるデジタノレ行政文書としては官報，商業登録簿，不

動産登録簿，地理関連データ (GIS)などがある。官報は 1999年秋からデジタル

情報としてサービスされているが，現在，検索機能が不十分で，しかも 1週

間前の情報は入手できない。商業登録簿，不動産登録簿は未完成である。地理

関連データ (GIS)は河川1，道路，住宅などで建設省，国土庁，自治省のデータの

統一が十分にとれていない。建設CALSで生じる情報は行政文書として，デジ

タノレ化して，情報公聞に対処しなければならない。中央省庁のデジタル行政文

書はJIS(日本工業規格)に基づく電子文書形式の統一仕様に決まった。

2..L2 電子政府

ミレニアム・プロジェクト(1999年 12月19日内閣総理大臣決定)に「電子政

府の実現」として，バーチャノレ・エージェンシーの検討結果 (1999年 12月28

日)とレて，政府調達と行政事務のペーパーレス化(電子化)の行動計画が発

表された。政府調達(公共事業を除く)手続きの電子化は， 1)調達情報の提供，

2)競争契約参加資格審査・名簿作成の統一， 3)入札・開札，契約のデジタノレ化

を2005年度までに導入する計画である。行政事務のペーパーレス化は対象業務

を各省庁に共通する内部事務とした。 2000年度から始め， 3年間で完了する計

画である。このようにして r電子政府の実現」は2003年度までに電子政府の

基盤を構築する計画である。このプロジェクトには，国への申請，届け出 (9，

089件)の電子化，電子署名・電子認証システムの構築，総合行政ネットワーク
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の実証実験も含まれている。

公共事業は国も，地方自治体でも，すでに電子入札が実施されている。これ

に行政事務のペーパーレス化，国への申請，届け出，電子署名・電子認証シス

テム，総合行政ネットワークが実現する 2003年には，公共事業は発注から運用

まで，すべてがデジタルとなる。

2.. 1..3 ISO 9000 

ISOI 9000は欠陥製品ゼロにするための品質管理方法である。建設省と日本

道路公団は ISO9000の公共事業への適用のために，パイロット工事を 1996年

から開始した。コンサルタント業務については， 1667年から，詳細設計，環境

調査，測量・地質調査に適用している。またISO9000認証取得企業の企業評価調

査は 1994年から毎年行っている。そして， 2000年以降，一定の範囲の工事にお

ける ISO9000シリーズの適用を視野に入れて，公共工事への適用方法を検討

している。(酒井孝，建設省官房技術調査室， ISOマネジメントシステムハンド

ブック'99，大成出版社， 1998..6) 

ISO 9000シリーズで要求される情報は経営者の責任，品質システム，契約内

容の確認，設計管理，文書及びデータの管理，購買，顧客支給品の管理，製品

の識別及びトレーサビティ，工程管理，検査・試験，検査・測定及び試験装置

の管理，検査・試験の状態，不適合品の管理，是正処置及び予防処置，取扱い・

保管・包装・保存及び引渡し，品質記録の管理，内部品質監査，教育・訓練，

付帯サービス，統計的手法などである。これらの情報は半年の監査にたいして，

変更し，文書を管理しなければならない。これを情報技術を使って時間とコス

トを節約しなければならない。

2..1 4 ISO 14000 

ISO 14000は，人の活動で生じる汚染物質の自然へのもれをゼ、ロにする環境

管理方法である。建設省は 1997年から東北地方建設局，関東地方建設局，中部

地方建設局で6つの工事事務所でモデル事業を始めた。最も進んでいる関東地

方建設局の東京国道工事事務所では，共同溝と電線共同溝事業を対象に，環境

方針，環境目的・目標，環境マネッジメント・プログラムの構築まで完了して
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いる。新潟県上越市では 1998年2月に ISO14001の認証を取得している。沢山

の自治体で， ISO 14000の取得を企業に奨励している。 (http://www.lasdec.

Ilippon-net.ne.jp/) 

IS014000シリーズで要求される情報はISO9000シリーズに重複している部

分がある。経営者の責任が環境方針，環境側面，法的・その他の要求項目，目的・

目標，環境マネジメントプログラム，体制・責任，経営層により見通しなど詳

細になっている。 ISO14000シリーズではライフサイクノレ・アセスメントを基本

にしている。 2000年5月には循環型社会形成推進基本法が制定された。政府が

基本計画を策定することになっているが，国民の参加で策定するということで

ある。 これで人間のあらゆる活動はリサイクノレを含むライフサイクルを検討し

なければならなくなるであろう。

2..L5 プロジェクト管理(ProjectManagement， PM) 

建設省は， プロジェクト管理を指定された期限までにプロジェクトの目的，

目標を達成するために，与えられた経営資源を効率よく配分して事業を完遂す

ることを目指すもとであるとしている。 NASAでは，決められた日に，決めら

れたコストで，決められた品質のものを納めること定義している。

建設省はプロジェクト管理を 2004年から本格的に導入することを目指して

いる。単一工事，事業全体，事務所全体，地方建設局全体へと展開を計画して

いる。モデル事業は関東地方建設局江戸川工事事務所から着手する。本格的な

導入に向けて，検討することは，1)プロジェクト管理手法の標準化， 2)業務プ

ロセスの検討， 3)教育と普及， 4)ソフトウエアの開発となっている。(酒井孝，

建設省官房技術調査室， ISOマネジメントシステムハンドブック'99，大成出版

社， 1998..6) 

2れL6 リスク管理

通産省の工業技術院が 1998年9月に JIS/TRQ0001として，危機管理シス

テム標準をまとめた。 1998年 10月リスク・マネジメントを ISO化するための

ワーキンググループが東京で開催された。建設省がリスク管理を建設分野にど

のように適用するのか不明であるが， プロジェクト管理のーっと考えているよ
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うである。公共システムの運用者に，地震，火災，台風などの危機に対して，

体系的に整備された危機管理システムをもたせることを考えているのであろ

> 
つ。

これからの公共事業は情報技術を使うので，情報技術のリスク管理システム

を持たなければ，被害を最小化することは出来ない。リスク管理システム (Risk

Managemen)とは，ライフサイクルにおけるリスクを，すべて定義し，それを

予測し，予防する計画を立て，対応チームを作り，訓練することを言う。しか

し，リスクを定義できない場合は，最悪の場合(クライシス)を想定して，緊

急対応策(ContingencyPlans)を作る。これをクライシス・コントローノレと言

う。 2000年1月1日のコンピュータ 2000年問題は，このクライシス・コント

ロールのために緊急対応策であった。 2000年問題では政府も次のような緊急対

応策を作った。

1 ..国民の安全と生活の保全に関する最重点項目を公表する。対策を確立

する。

2 対策の行動計画を公表する。

3 専従の組織をして，実施状況を監視し，提言する。

4 ..実施するための人，金，情報， Toolkitを提供する。

資源センターを設置する。

5 最悪のシナリオを作成し，その対策を作成する。

情報技術をつかう情報社会では， 2000年問題は常に起こると考えてその対策

を作成しておかなければならない。

2..1.7 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進(Private

Finance Initiative， PFI) 

民間企業並みの情報公闘を常にしなければならない。民間資金等の活用によ

る公共施設等の整備等の促進に関する法律 (PFI法)は 1999年7月に制定され

た。 PFIの理念とその実現のための方法を示す「基本法」が2000年3月に内閣

総理大臣によって策定され， PFI事業の枠組みが出来た。 (http://www.sorifu.

go.jp/pfi/) 2000年3月から事業が開始された。実施方針に記述する項目は，次
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の10項目である。

1 事業の目的，実施方針の趣旨

2..特定事業の選定に関する事項

3れ民間事業者の募集，選定に関する事項

4“公共施設等の立地，規模，配置に関する事項

5..民間事業者の責任の明確化，適正で確実な実施の確保に関する事項

6引関連する公共施設等の規模，配置計画

7 事業計画，契約に疑義が生じた場合における措置に関する事項

8..事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項

9“法制上，税制上の措置，財政上，金融上の支援に関する事項

10..方針に関する問い合わせ先

528 

公共事業に，民間の自由競争と透明性を持ち込むために作られた PFIである

が，方針の文章はあまりにも，役人風である。 PFIを創った英国の PFIの基本

原則， PFI調達のための 15ステップ(http:jjwww.treasury-projects…taskfor-

ce.govukj)と比較すると，日本の PFIは趣旨を取り違えているように思える。

いずれにしても，この方針が公共事業に与える影響は大きなものがある。

2..1 8 事前評価

建設省，農水省，運輸省，国土庁など6省庁は2000年3月27日，道路やダ

ムなど公共事業の着工前に実施する費用対効果分析について，共通の手法を

2001年度から導入することで合意した。普通の道路や農道，臨海道路など類似

事業の効果を比較する統一的な尺度を整え，固定化が目立つ予算配分の見通し

につなげる計画である。費用対効果の算定根拠の情報開示も充実する。コスト

や便益の算定式は可能な範囲でインターネットなどで公表する方針である。算

定根拠を透明化することで，受注企業による競争を促し，コスト削減につなげ

ようとしている。各省庁が現在，試行的に，実施している完成施設に対する事

後評価手法払早急に共通イじしたうえで，本格導入する方針である。(日本経済

新聞， 2000.. 3 28)これは公共投資見直し標準などと共に公共事業のスピード

を要求することになる。
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2..1..9 Pubulic Involvement (PI) 

PIの具体的な実施方法については未だ確立されていない。これまでの事例か

ら言えることは，1)事前調査， 2) PIの進め方の検討， 3) PIの手法の実施， 4) 

フィードパックの4つのステップを踏むことである。 PIで使う手法は，住民か

ら意見を効率的に聴取するために蓄積された知恵、である。従来から使われたア

ンケート，新しく開発されたワークショップやメディエーションなどがある。

これらの手法についての運営方法，対象者などを示すガイドラインやマニBュア

ルが米国では作成されている。

PIの1つとして，住民の関心を高めるのに，将来に想定される状況を作り出

し，状況を仮想体験してもらう，シミュレーションは効果的である。それには

過去における公共事業の全ライフサイクルにわたる，出来るだけ多くの情報の

蓄積と解析技術が必要である。建設CALSは第1段階は情報交換，第2段階は

情報共有，第3段階は蓄積した情報を使って，将来の状況を作る前に徹底的に

シミュレーションすることである。

2..L10 地理情報システム (GeographicInformation System， GIS) 

日本のGISは， GIS関係省庁会議が， 1996年12月に策定した「国土空間デー

タ基盤の整備及びGISの普及の促進に関する長期計画」に基づき進められてい

る。 1999年3月30日には「国土空間データ基盤標準及び、整備計画」を作成した

(http://www.gsi-mc..go.jp/REPORT /GIS-ISO / gisindex..html)。この中で，異

種システム間での互換性を高めるために，.技術的な標準」が政府標準として決

められている。この標準の普及のために，国土地理院では， 1999年度から，公

募型の官民共同研究「地理情報標準の運用に関する研究」を始めた。

国土庁は国土空間データの基盤整備と普及を行っている。国土空間データの

整備は，空間データ基盤と基本空間データ，デジタlレ画像，メタデータの作成，

更新である。空間データ基盤とは，道路中心線や鉄道中心線などの国土数値情

報と住所などのための位置参照情報である。基本空間データとは，自然デ}タ

などの国土数値情報，地震などの防災情報，特殊土壌地帯の対策事業の情報で

ある。自治省は国土空間データ基盤の普及と空間データ基盤の 1つとしての住
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居台帳の作成を行っている。これに関連して地方自治体のGIS普及活動が活発

に行われている。 (http:jjwww.lasdecnippon-net.ne.jpj) 

しかし，米国カリフォルニア州のCERES (California Environmental 

Resources Evaluation System)のCaliforniaEnvironmental Information 

Catalogのように，あらゆる地理情報がリアルタイムで，無料で，誰にでも公開

されているのと比べると，日本のGISは未だ始まったばかりという感じがす

る。(http:jjwww.ceres.ca.govj)建設CALSのCAD，衛星写真などの情報はこ

のGISの上にすべて載せなければならない。

2..1..11 電子調達，電子認証，電子決済，電子サイン

地建は電子入札を既にやっている。電子調達に関連する電子認証，電子決済，

電子サインは「電子政府、で実現」プロジェクトで2003年には，実現されること

になっている。しかし建設省の8つの地方建設局では，公共事業の電子入札は

すでに，実施されている。また地方自治体でも，公共事業の入札は殆どが実施

している。民間企業では，これら一連の手続きは，企業の存亡にかかわるので，

世界中で急速に進歩している。政府で電子調達を実施するには，調達方法を抜

本的に改革し，会計制度から見なおさなければ，世界との情報交換は図れない。

(http:j jwww.acq..osd.miljarjarnow..htm) 

2， 1，，12 ITS (Intelligent Transport Systems) 

高度道路交通システム (ITS)は，冷戦後の防衛技術に代わる国家プロジェク

トとして，米国で始まり，現在では，北米，欧州，アジア・太平洋で各国がプロ

ジェクトを競っている。日本の推進体制は，官側が，.高度情報通信社会推進本

部J (本部長:内閣総理大臣)のもと，建設省，警察庁，通商産業省，運輸省，

郵政省の5省庁が，連携して推進している。民側は道路・交通・車両インテリ

ジェント化推進協議会が主体となっている。日本でのプロジェクト名はVER-

TIS (Vehicle， Road and Trafic Intelligence Society)と呼ばれている。 VER-

TIS専用のホームページをもっているのは，建設省道路局(http:jjwww.moc. 

go.jpjroadjITSjj-htmlj)と，道路・交通・車両インテリジェント化推進協議会

(http:j jwww.iijnet.or担jvertisjj-frame.htm1)である。県や市も ITSの実験を
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行ったり， ITSモデル地区実験を行っている。

このように ITSプロジェクトは国を上げての組織が出来，予算も持っている

が，どのように実現するか，その方法論が明確でない。 ITSでは，自動車，カー

ナビなど1つ1つの製品のライブサイクルから，人・車・道路・通信などが複

雑に入り組んだ，沢山のシステムを， 24時間， 365日， 50年以上の運用するシ

ステムのライフサイク1レを考えなければならい。従って，このような複雑なシ

ステムの実施には，実績のある CALSのような戦略を使わなければならない。

2..L13 建設のポータル

米国では，現在Cephren(http://www.cephren.com/)，Bidcom (http://www 

bidcom.com/)， Buzzsaw (http://www.buzzsaw.com/)の建設ポータノレがあ

る。 Cephrenは世界最大の建設会社ベクテル企業群を中心とした建設ポータル

で， Buzzsawは建設関係の最大のCAD会社 Autodeskが中心となっている。

建設ポータノレのビジネスは Bidcomが最初である。年間約70兆円の建設業界

をこの3つのポータルが独占することになる可能性が大きい。さらに，ベクテ

ノレは世界の建設プロジェクトで，調達，入札，設計，施工，購入，運用，維持

を，紙を使わずに，すべてをウエブ工学で行う計画である。間もなく，日本に

も上陸するであろう。

2“2 建設CALS

建設CALSを実際にどのようにして実施するかを，建設を中心にした VE-

2006プロジェクトについて述べる。

2..2引1 シナリオ

VE-2006プロジェクトは，長野の犀川にかかる国道19号の両郡橋の情報

(As-Isモデル)をもとに， 2006年には，情報社会が出来，電子政府で建設CALS

(To-Beモデノレ)が実施できると仮定して，それをコンビュータとネットワーク

の中で実現した。両郡橋は，昭和6年(1931年)に架設された橋長50..59mの

ワーレントラス橋であったのを，平成7年 (1995年)に， 8L5mのPC斜張橋

に改修した。
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9 ..両郡橋上部工事 当初発注図面 87枚綴

10 両郡橋上部工事第1回変更図面 6枚綴

1L両郡橋上部工事第2回変更図面 23枚綴

12 両郡橋上部工事第3回変更図面 17枚綴

13.両郡橋上部工事第5回変更図面 6枚綴

14 両郡橋上部工事第6回変更図面 179枚綴

15.. S 61 両郡橋比較設計業務委託:橋梁設計事務所

16.. S 62 両郡橋詳細設計業務委託:新日本技研側

17.. H 2 両郡橋架設等設計業務委託:新日本技研(槻

18“検査書類:実施工程表

19..検査書類:工事写真 6の1

20 検査書類:週間工程表

21.検査書類:出来高管理資料

22 検査書類:施工計画書 H 4..12月分のみ

23.検査書類:特記仕様書

24 検査書類:景観検討報告書

25 検査書類;変更数量計算書

26.. S 61 両郡橋地質調査報告書:応用地質側

27..両郡橋上部工事立会施工 書類 1部コピー

28..両郡橋上部工事祝祭日作業承諾届け 書類 1部コピー

29.両郡橋上部工事ガードマン日報書類 1部コピー

30 橋調書

31.舗装台帳，照明調書，防護柵調書

32..測量・調査・設計業務必携平成7年版

33..土木工事必携平成7年版

2..2..3 To-Beのプロセス・モデノレ(ライフサイクル)

-83 

今回のライフサイクノレ・モデルを1)計画・調査， 2)設計， 3)積算， 4)施工一入

札， 5)施工一調達， 6)施工一進捗管理， 7)施工一設計変更， 8)維持管理の8つ
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のフェーズとした。ライフサイクル・モデノレはプロジェクト毎に異なるもので

ある。また詳細モデノレは常に変化するものである。このプロセス・モデルは

IDEFOで作成する(図4)。

1，計画・調査フェーズ

事業発注者である地方建設局ではCALS標準契約手続き (GCO)に基づき，

測量と地質調査の発注計画書を作成し，担当企業各社に電子メールする。測量

調査企業は，地方建設局に CALS実行計画(CAC)を提出する。審査の結果を公

表し，その中の 1祉と契約をする。各社から異議の申し立てがあれば， Emailで

答え，公表しなければならない。測量調査が修了すると，その調査結果は工事

事務所の統合データベース (IDB)に格納される。この地理・地質等は設計，施

工，維持管理フェーズで利用する。また，公共情報センターにも格納し，他の

建設事業にも利用する。

作成者 IDEF-WG 日再 00/10/08 作業中

プロジェタド VE2006' 96 改訂 2ま稿

推奨
ノートD: 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

X 公開

各種規準
R事大業橋計建画段

'"本設計《の 建設予建算股J一RTl吋大F橋予草C1 C2 

ハJ

iS汀工品;t;lJ，
1 

事f

ノード
AO 

ロタェ会ト

M1 
関係者

契約者←ハ-M2 
C 1 T I S 

タイトル R大橋を建設し維持管理する

図 4 プロセス・モデル

変読者 日付 =ンテタスト

• 

i情報プセロ実ジン績タェωーヲデーへトの) タ

M3業務支援システム

番号 VE2006 '96 P. 3 
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2日設計フェーズ

設計を受注したコンサノレタントは工事事務所の IDBから必要情報を入手し，

すぐに，地形図を道路設計 CADに入力する。情報の標準化と共有化で，変換ロ

スはほとんどない。 3次元CADを使って基本設計をし，これを使って，協議す

る。詳細設計の完成と共に施工計画を確定し，工事数量を算出する。

3 積算フェーズ

地方建設局はコンサルタントから提出された設計内容を積算システムに入力

する。全て SGMLなので変換の必要はない。工事の予定価格が算出され，内部

データベースにセキュリテイ・ロックをして，保管する。

4 ..施工一入札フェーズ

公共情報センターの情報提供サービスに工事入札予定が公示される。入札参

加希望企業は情報提供サービスから，さらに，特記仕様書・CAD設計図・工事

費見積フォーム等を入手し，入札書類(CAC)を作成し，電子入札箱に電子メー

ルで送る。地方建設局では各社の入札額等を確認し，積算システムの結果と照

合して，施工業者と決定して，公示する。

5..施工一調達フェーズ

建設会社では，ネットワークで各現場事務所から作業スケジューノレと資材要

求書を集め，資材の調達計画を作成する。また資材会社からもインターネット

を介し，資材表・価格表が提供される。取引はすべて，ネットワーク上で行い，

支払いは全て電子マネーでする。

6..施工一進捗管理フェーズ

発注者への着工関連書類をはじめ，監督官庁への届け出はどれも電子メール

で，行う。官庁間も公共情報センターの事業情報サービスで事業内容の相互確

認をする。工事事務所では検査を遠隔操作で行う。

7 施工 設計変更フェーズ

データが共有されているので，工事現場で問題が生じた場合には，設計コン

サルタントに工事事務所の IDBから最新情報を入手し，再検討を実施する。

8引維持管理フェーズ
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完成後，設置された維持管理センターでは，施工完了までに作られた全ての

データを保管している。更に道路管理，交通管理情報も管理することにより，

総合的な対応が可能となる。必要な情報はすぐに維持管理担当のパソコンにダ

ウンロード出来，利用できる。現場での作業が修了すると実績情報がすぐに収

集され，利用できる。

2..2..4 To-Beの情報・モデル(ライフサイクル)

上記のプロセス・モデルに対応する IDEF1 Xによる情報モデルの概略図を

図5に示す。

2..2..5 プロジェクトの実施

上記のプロセス・モデルと情報・モデルをベースラインとして IDBに登録し，

参加企業が得意とする部門を指定し，参加する。このベースラインは全社の承

認なしには変更できない。プロジェクトのデジタル情報の流れを図6に示す。

図5 情報モデル概略図
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1.. GISデータの電子化

工事事務所が航空写真や高解像度衛星データ， GPS (全世界測位システム)

などを使って GIS(地理情報)データにする。

2..基本計画書作成

工事事務所が，事業計画書を SGMLで記述する。共通の文書スタイ/レ(DTD)

を利用することにより，各文書をデータペースのように利用することが出来る。

更に， GISデータ， CAD図面などとリンクすることにより，次の段階へ情報を

効率よく，受け渡す。

3.. ドキュメント管理

工事事務所が事業計画書，基本計画書，地質調査業務委託書，地質調査報告

書を SGML文書データ， GISデータなどの各ファイル毎に EDMS(Engineer-

ing Document Management System)で効率よく履歴管理し，変更や履歴の情

報を関係者にリアルタイムで提供する。

4 測量調査

VA測量調査社が実際の地形の3次元データをGPSにより計測し，設計段階

の元データとして利用する。

5“ 比較設計検討

VC設計社が測量調査，地質調査の結果を設計の元データとして変換入力し，

3次元CADで橋梁をデザインする。作成する複数の骨格データで，概略構造計

算，事業費算定，施工検討， CG (コンピュータ・グラフィックス)景観シミュ

レーションなどの検討を行う。CG景観シミュレーションでは，橋の外観のあら

ゆる角度から比較検討する。車による走行シミュレーションも行って検討する。

6 ..構造計算

VC設計社はSGMLでデータベースに蓄積した基本設計書を元データとし

て，設計項目毎に断面力計算，応力計算，せん断・曲げ破壊計算などを行い，

橋梁構造，部材寸法，材料などの情報やIGES(図面交換標準)データの設計図

を作成する。

7 詳細設計書作成
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VC設計社は SGMLの基本設計書や IGESの設計図を統合データペース

(IDB)からそのままの形式で取り込み，橋梁形式の選定理由や設計条件，設計計

算結果，数量計算などを詳細設計書に取りまとめる。

8引工事積算

地方建設局・積算部門は詳細設計での数量計算書や設計図面のデータを統合

データペースから取り込み，工種別工事内訳体系に従って，工事内訳数量を算

出する。この工事内訳数量をパソコン上で仕分け，集計し，工事発住の予定価

格を積算する。積算結果は機密情報と公開情報に分け，数量総括表，工事概要

などの公開情報は，公告関連資料とする。

9 電子入札

地方建設局契約部門は入札公告を出し，資料配布，参加申請受付，参加可否，

入札，審査，落札通知，契約と言った一連の契約業務をネットワークの上で行

う。もちろん異議申立ても回答し，公開する。

10..資機材の調達

VE建設会社調達部門は CORBAとJAVAの連携による電子市場を利用し

て，各資機材メーカーのホームページから仕様にあった建設機材などを探す。

詳細仕様を確認後，インターネット上でオンラインショッピングを実施する。

11 資機材情報の提供

資機材メーカーは技術マニュアルや設計図面を SGML，CGMなどのデータ

形式に変換して，調達システムに参加する。

12 スケジューノレ管理

VE建設会社工事部門は，工程管理，日程管理を作成し，工事現場と本・支庖

や発注者などとの聞で頻繁に，報告，打ち合わせを行う。進捗管理は適切に

フィードパックできるように，情報の共有化を図る。

13..工事/施工管理

VE建設会社工事部門は，スケジュール管理を中心に，情報の流通と共有化に

より，各種申請，承認手続きを効率化する。

14..設計変更

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



90 香川大学経済論叢 540 

VC設計社は施工段階での設計変更はIDBを中心に， IGES形式のCAD図

面に修正情報をコメントとして書き加え，リアルタイムでやり取りする。修正

情報のみの送受信で，高速化を図る。

15..緊急対応業務

出張所は交通事故発生という緊急時に集中監視センターから， GISデータを

利用して，事故現場の損傷状況を確認し， ITS (高度道路交通システム)と連動

して，周辺のドライパーへの情報を提供する。

16 橋梁管理情報収集

出張所は保守用携帯端末とデジタノレ写真，デジタルビデオを使って，保守点

検を行う。これらのデータを調査，設計，施工のデータと比較検討する。

17..維持管理情報データベース

出張所は定期保守点検などのデータを携帯端末から集め，すべて IDBに統合

し，一元管理する。

18リ管理文書作成

出張所はIDBに集められたデータをもとに，定期的な報告書を SGMLで作

成する。

19..構成管理

工事事務所は計画，調査，設計，施工の各段階で作成，加工された情報はす

べて運用管理と基礎データとして活用する。情報は一度だ、けっくり，ライフサ

イクルの間，幾度も利用するように厳格に構成管理を行う。

この情報の流れを支える基盤技術がコンカレント工学 (IDEF，ワークフ

ロー)，構成管理 (STEP，GIS)，文書管理(IETM)，プロジェクト管理(リスク

管理)，統合データベース(データマトリックス，ウエブ工学，データウエアハ

ウス， APS)，ネットワークである。これらの情報技術は建設CALSに，すべて

必要である。

1つのプロジェクトの建設が完了したら，成果報告書(Lesson Learned 

Report)をプロジェクト担当者が全ての作業担当者から集めて作成する。報告

書の必要項目は以下の通りである。この報告書の目的は次のプロジェクトのた
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めに，従来の方法よりも，より速しより安心より良いものを，どの程度，

達成したかを確認し，合わせて，プロジェクト管理者の評価も行うことである。

そして，建設に続く運用(プログラム)もプロジェクトを立てて，同じ方法で

行う。

1)何のために(目的)

2)何をしようとしたか(目標)

3) どのようにしてしようとしたか(計画)

4)なにを達成したか(実施)

5)解決した問題(問題点)

6)解決しなかった問題(障害)

7)学んだこと(次のプロジェクトのために，計画と実施の差)

8)結論(実施したことの意味，実施しなかったこととの差)

2..2..6結論

1引このプロセス・モデルは政府側から見た建設プロジェクトのモデルである。

従って，施工フェーズの詳細は検討していない。しかし，ライフサイクル全

体から見て，地理情報ファイノレ，事業計画ファイル，基本計画ファイノレ，橋

構造設計ファイノレ，設計資源管理ファイル，道路維持管理ファイノレ，橋梁維

持管理ファイル，工事施工管理ファイ Jレ，橋施工設計ファイル，橋施工調達

ファイルからなる情報モデノレは公共事業の情報モデル(ProductData Man-

agement， PDM)を作成するための出発点として提案する。これがVE2006 

プロジェクトのTo-Beモデルである。

2 ..土木工学を航空機などを作る手法一構成管理で実施してみたのがこのプロ

ジェクトである。橋を実際につくる専門家は直接参加していなし〉。事業情報

(道路建設・改修事業計画，地図(地表)情報，地質情報，地上構造物，地

下構造物)，維持管理情報(河川維持管理，道路維持管理)，交通管制情報，

交通情報サービス情報などを取り込んだ，公共事業のためのSTEPの開発が

緊急に必要である。

3 ネットワーク上での作業で時間管理，ベースライン，データマトリックス，
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統合データペース，ネットワーク管理は全員がインターネットのウエブの中

ですべて行った。全員が1つの画面に自分のデータを入力するので，必然的

にデータは 1回つくるのみで，全員が共有できた。

4.公共事業は道路，橋，トンネノレなどの構成要素からなっている VE2006プ

ロジェクトでは橋という構成要素の l部を実演した。これを実データで，実

プロセスに展開するには， VE 2006プロジェクトの情報を 1つの構成要素と

して，構成を増やすごとに，全ライルサイクルを切れ目なくつないで，実施

することが不可欠である。文書，図面，プロセス，データベースと情報技術

ごとに，ぱらぱらに実証試験をすれば，全体を統合する技術が経験できない

の、で，実用にならない。これをスパイラル・モデル開発という。

5..欧米の物作りは文書を介して行う，日本の物作りは人を介して行う。従っ

て米国の CALSを日本に導入するときに問題になるのが文書技術である。現

在 ISO-9000，14000でも文書が要求されている。日本の CALSは文書化技術

の開発から行わなければならない。

2“3 ITS (運用中心)

VE 2006プロジェクトでは建設CALSの建設の部分を述べたが，建設CALS

は本来は運用が中心である。従って運用中心のITSには建設CALSが不可欠

であると考える。わが国の ITSは， 1996年に 5省庁によるrITS推進に関する

全体構想、」が制定され，正式に国家プロジェクトとして，位置付けられた。こ

の構想は， 9つの開発分野と 20の利用者サービスが提示されており， 21番目と

して r高度情報通信社会関連情報の利用」が追加された。(図7)

この利用者サービスの追加は， ITSが，交通問題の解決手段だけでなく，高

度情報化社会に対応した時代を先導するプロジェクトであることを，意味して

いる。

2..3..1 ITSのシステムアーキテクチャ

ITSはインフラストラクチャから車載機まで広範囲の機能を含む大規模な

システムであり，総合的，効果的に配備するためには，システムアーキテクチャ
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インフラの調和
Harmonization of 
infrastructur巴

電子政府と建設CALS

ITSの基本的な領域
Areas of ITS 

図7 21番目の利用者サービス

(出典:参考文献(6 )) 

対象範囲②
対象となる新しい
利用者サービス

93 

The 2nd category cov-
ered by ITS user ser-
vices New user ser 
vices in the ar eas to be 
coordinated with ITS 

対象範囲①
20の利用者サービス
The 1st category cov-
ered by ITS user ser-
vlces 
The initial 20 user ser-
vlces 

が不可欠である。日本のシステムアーキテクチャは， ITS関係5省庁と，産業

界・学会の意見を集約するため設置されたVERTIS(道路・交通・車両インテ

リジェント化推進協議会)が協力して， 1999年11月 rITSに関わるシステム

アーキテクチヤ」を策定・公表した。 (http://www_vertis_or.jp/)

(1) 日本のシステムアーキテクチャの特長

・オブジェクト指向分析手法の採用

ITSのシステムアーキテクチャが，今後の技術の進化に対応して実効性を維

持するために，部分の変更・拡張に対応できるオブジェクト指向分析手法を用

いている。

-高度情報通信社会との相互運用性・相互接続性の確保

高度情報通信社会との相互運用性・相互接続性を確保するため r21番目の利

用者サービス(高度情報通信社会関連情報の利用)Jを設定した。

(2) 利用者サービスの詳細定義

システムアーキテクチャの策定に当たり，利用者サービスの詳細化が重要で
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ある。

ITSの9つの開発分野を 21の利用者トサービスに分類し， さらに利用者に対

して行ったニーズ、調査を反映させて， 56の個別利用者サービスに細分化し，さ

らに 177のサブサービスに詳細化して，体系化した。

(3) 論理アーキテクチャの策定

ITSのサービス実現のために必要な機能と扱う情報の関係をモデル化して

いる0

• r情報モデル」

ITSにおいて扱う全ての情報の相互関係を明確化し階層構造を持つ体系と

して関係付けたもの。

・「制御モデノレ」

サブサービス実現のために必要となる機能とこれが扱う情報の関係を表した

モデ、ル。

(4) 物理アーキテクチャの策定

論理アーキテクチャで整理した機能について，路側，センター，車，人のITS

構成要素に配置し，各構成要素において個々の機能を受け持つ最小単位の構成

要素「サブシステム」を定義し，相互の役割分担を整理する。

次に，情報の流れとインターフェースの所在を整理する。

(5) サブシステム相互接続図

ITSの全体像を容易に理解できるように，路側，センター，車，人を構成す

るサブシステムとサブシステム聞の通信方式を表現したものである。(図8) 

2..3..2 システムアーキテクチャの国際標準化

ITSに特化した国際標準化専門委員会ISO/TC204が組織化され， TICS 

(Transport Information and Control System)分野の規格化作業を進めてい

る。

ISO/TC 204には， 1-16のWorking Group (WG)があり，現在12のWGで

討議が進行中である。(表2) 

図9は，日本のISO/TC204対応組織図であり，各WGの主な審議内容と国
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図B サブシステム相互接続図

(出典参考文献(6 )) 

内引き受け団体が示されている。

2，，3，，3 リスクマネジメント

-95← 

ITSは進化する情報通信技術をベースにした大規模プロジェクトであり，技

術開発の先行きが不確実な状況下で，タイムリーな意思決定を行う必要があり，

リスクを予測して対応を検討する必要がある。

日本では Iスマートウェイの機能と要件」の中で Iシステムの危機管理へ

の対応」として，述べられているが未検討である。

ここでは，先行する米国のリスクアナリシスと欧州、|のRAID(Risk Analysis 

for ITS Deployment)について述べる。

(I) 米国のリスクアナリシス

米国では， ITSのシステムアーキテクチャ (NA)が， ITS AmericaとDOT

の共同による「国家ITSプログラム計画」にまとめられ， 1996年最終報告書が

完成した。

NAは Iアーキテクチャ定義J，I実施展開オプションJ，Iアーキテクチャの

評価」の3つのグループと 15種類のドキュメントで構成される。

リスクアナリシスは Iアーキテクチャの評価Jの5種類のドキュメントに合
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表2 ISOjTC 204の組織(幹事国:アメリカ)

地域別Pメンバ一国数:欧州、19 南北アメリカ 3 アジア 5 オセアニア 1

WGNo. 分科会名称 幹事国/主導組織体

WG1 システム機能構成分科会SystemArchitecture イギリス/IS0

WG2 品質・信頼性分科会(休止)

WG3 
T1CSデータベース技術分科会T1CSDatabase Techno.l-

日本/IS0
o.gy 

WG4 車両自動認識/貨物自動認識分科会 AV1 and AE1 ノルウェー/CEN

WG5 
料金収受分科会Fee& To.11 Co.11ectio.njManagement and 

オランダ/CEN
Access Co.ntro.l 

WG6 貨物運行管理分科会(休止)

WG7 車両通行管理分科会Co.mmercial/Freight カナダ、/IS0

WG8 公共交通分科会PublicTranspo.rt/Emergency アメリカ/IS0

WG9 
交通管理分科会1ntegrated Transport 1nfo.rmatio.n， 

オーストラリア/IS0
Management 

WG10 旅行者情報分科会Travel1er1nformatio.n Systems イギリス/CEN

羽TG11 
ナビ・経路誘導分科会Ro.uteGuidance and N avigatio.n 

ドイツ/IS0
Systems 

WG14 
走行制御分科会Vehicle/Ro.adWarning and Co.ntro.l 

日本/IS0
Systems 

明TG15 狭域通信分科会DSRCfo.r T1CS Applicatio.ns ドイツ/CEN

WG16 
広域通信分科会WideArea Co.mmunicatio.nsjPro.to.co.l 

アメリカ/IS0
and 1nterfaces 

(出典:制自動車走行電子技術協会;ITSの標準(平成10年度通産省高度技術集約型産業等

研究開発調査 (ITSの規格化事業)))

<IS0/TC204の組織〉

1TSに関する国際標準化活動はIS0/TC204が担当している。TC204では標準化項目の全

体内容を 1~16 までのWG(分科会)で分担し，各 WG には幹事国のコンビーナーと各国派

遣のエキスパートが参加する。標準化に先行していた欧州は多くのWGの幹事国となり，か

っPメンバー国(委員会参加資格国)の半数を欧州勢が占めるという優位な条件でIS0と
CENの両作業を並行して進めている。作業は中盤を過ぎた段階にある。
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図g 日本の ISOjTC204対応組織

(出典:参考文献(9 )) 

まれ，アーキテクチャの実施展開段階の鍵となる役割を担っている0

.リスクアナリシスの目的

97ー

リスクアナリシスの主要な目的は， ITSのシステムアーキテクチャの実施

展開を遅らせたり，妨げたりする究極のリスクを識別し，実施展開のプロセ

スに対してリスクを取り除き，又は軽減するプランを推奨することである。

又，リスクアナリシスは，物理的要素だけでなく組織，個人，法，世論，

経済他を含む社会的要素を考慮すべきである。

・リスクアナリシスの手法

リスクアナリシスは「リスク識別J，r格付けJ，rリスクの軽減」の3つの

課題からなる。これらは，特定の課題や対象に関して組織化された連続する

プロセスである。
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「リスク識別」

リスク識別は， ITSアーキテクチャの主要素の達成を妨げる可能性のある

事象の説明，分類，影響を受けるリスク分担者，

製品のライフサイクルを含んでいる。

リスクが最も起こりやすい

NAでは， 61のリスクに関して内容の再評価と更新が行われた。

「格付け」

格付けの段階で， 61のリスクから 10のRed(High)リスクと， 36のYel-

low (Moderate)リスクと 3つの Blue(Low)リスクが選定された。表3は，

10のRed(High)リスクの格付け情報が集約されている。

「リスクの軽減」

リスク軽減は最上位Red(High)リスクを軽減又は取り除くプランであり，

リスク軽減の主要な担い手を決め，取られる行為を表現する。図 10は，リス

クアナリシスプロセスを示している。

リスクアナリシスの今後

ITSは， サービス，部門利用者の広い範囲に関わりを持っており，又，識

別されたリスクは，部門間と実施段階に分布している。

リスクは， ITSの実施運用の色々な局面を遅らせるが，開発と実施の改善

努力は将来にわたって続けられる。

(2) 欧州のリスクアナリシス

欧州のITSプロジェクト KAREN(Keystone Architecture Required for 

European N etworks)のRAID(Risk Analysis for ITS Deployment)の研究

は， 1998年開始され， 1999年CD-ROM化され報告書が発行された0

• RAIDの開発

RAIDの開発プロセスは3つの連続する段階を踏んでいる。

第 1段階;リスクの識別

ITSとその実施配備シナリオに重要な脅威を与えるリスクの識別。

第 2段階:リスク軽減の代替案の評価

識別されたリスクを軽減する代替案の評価， そして実施配備のシナリオに
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Category Classification 
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表 RedRisk Summary 

(出典:参考文献(7)) 
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図 10 Risk Analysis Process 

(出典:参考文献(7)) 

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



551 電子政府と建設CALS -101-

関する代替案の評価。

第3段階:リスク軽減の推奨事例集の編集

シナリオ実施解析とリスク分担者のとの議論に基づいて， ITSサービス支

援システムの実施配備のため，リスク軽減の推奨リストの評価と集積。

表 4は，脅威の分類に対する全てのリスク軽減戦略の関係を示している。

リスク軽減戦略は，下記12の分野に整理されている。

① 交通政策の支援と新しい情報化社会の製品サービスの開発。

KARENプロジェクトは，フレームアーキテクチャで既設システムで運用

することを考慮、しなければならない。互換性を保ちつつ移行することにより，

OveraIl Mitigation Strategies (subsection number 
Threat Category 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ 

Framework Architecture 

Communication X X 隠亡
Cost Benefit 

Deployment & Op巴ration X X X X X X 

Funding Provision X X X 

ITS Infrastructure X 

Legacy 

Organisation and Institutional Issues 雪近 間Politics 

Privacy 

Safety X 

x再X X 

Stakeholder Acceptance X X 

Standardisation :議

車Technological. Maturity 

Traveller Acceptance X X 

表4 Relationship of Overall Strategies to Threat Categories 

(出典参考文献(8 )) 
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費用効果の高いシステム構築が可能になる。

そのために，教育と継続的な訓練を含む詳細な実配備計画が必要であり，

KARENの適用が国家と地方のレベルで支援されるべきである。

②標準化と協調

標準化活動により欧州諸国と地域製造業者及びユーザが利益を受け取ると

いう前提で，標準化グループや欧州組J織の活動を強化すべきである。

対象としては，ヒューマンインタフェイス，データ交換，旅行と交通情報

等であり，既存システムとの協調や相互運用性の開発等に関して記述してい

る。

③ データ交換

欧州のITSを実現するために，欧州各国聞のデータ交換を保障しなければ

ならない。変換データの高品質が保障され，コミュニティ内の国境線を横切

るITSサービスの連続性が，全ての輸送機関を用いる旅行者に供給されねば

ならない。

この実現のため，データ交換ネットワーク内にモニタリング権限が与えら

れ，データ交換事業者の監督を行うが，この活動遂行上のリスク軽減戦略に

関して記述されている。

④ ITSプロモーションと普及

ERTICO， POLIS， UITP， ACEAのような欧州における国家レベルの組

織と，自動車協会，保険会社，工業などの民間会社が協力して， ITSを推進

すべきである。この活動は報道専門家や適正な普及手段によりヨーロツパ全

域レベルで行われるべきである。

これにより， ITSの需要を増やし，配備と運用コストを抑える上でのリス

ク軽減戦略が述べられている。

⑤ 官民協調と組織的な方向性

ITSサービスを実現する上では，中央政府や地方官庁のみならず，民間部

門の協力が必須である。これは地方官庁の負担する資金分担の減少とパート

ナーとのリスクの共有を目的としており，それに伴うリスクの軽減戦略につ
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いて記述されている。

ヨーロッパ委員会は，この戦略をモデル協約とモデ、ル契約条項を開発する

ことにより活性化ずべきである。

⑥ 高度ドライパ支援システム

安全な道路活用に向けて，全欧州、!を対象とした高度ドライパ支援システム

を導入すべきである。実現する上では，政府による支援とドライパの需要が

得られるほど信頼性が高く安全でなければならない。

又，法制面で開始された研究の拡大が，現存する EC指令書の適切な拡張の

準備のため必要である。

⑦ 交通需要管理

交通需要管理技術の確立に向けて，全ての移動手段，異なった地理的要件

を含めて，中央政府と地方政府によって推進すべきである。

この技術は，旅行需要を管理し異なる交通手段を利用可能にする為の戦略

を提案し実装することが必要である。

実現に向けて開発費の捻出や，モデリングツールの開発という問題がある

が，これらのリスクについて記述されている。

⑧ 交通事故管理

交通事故管理の整備は，中央政府と地方政府によって推進すべきである。

これは，事故管理への種々のシナリオを整備し，対応する応答を可能とすべ

きであり，精巧なオンラインシステムの構築と，混乱を最少化し事故発生時

の支援を敏速に行うことを目的としている。

⑨ データ共用

中央政府と地方政府は，サービスプロパイ夕、とネットワークオペレータ聞

のデータ共有化を推進すべきである。警察のような特別な組織からのデータ

利用に関しては，既存法律を改正する手順を必要とするが，組織構造の基準

モデルが開発され，最良の事例をベースに推進すべきである。

又，プロパイダー聞のデータ交換は，広範囲のITS商品やサービスをより多

くの旅行者に供給するために推進すべきである。
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⑩ プライパシーとデータ保護

旅行者個人のプライパシ一保護は，今後ますます拡大されるプロパイダー

とネットワークオペレータ利用を考える上で必要である。欧州共同体と中央

政府が中心となってこの問題を解決すべきである。同時に，この問題に関す

る社会的認知と受容が旅行者間で積極的に推進すべきである。

⑪ 車両通信

道路利用者は，欧州内を移動しでもアクセスを見失うことなく， ITSサー

ビスを受けなければならない。個々の企業は全ての地域で対応できる ITS製

品を開発すべき、で，技術革新とそれに伴う過渡的な対処に備え国家と地方機

関そして情報サービス会社が協力して行うべきである。

そのため，ヒューマンインタフェースが車載機器をシステムとして更新で

きることを保障し，システムの自己テストや過失診断ができることを保障す

べきである。又，インフォメーションプロパイ夕、ーと通信網プロパイ夕、一間

もローミングに関して整合を取っていくべきである。

⑫ ITSインフラストラクチャ

ITSサービスを提供する為に，インフラストラクチャを容易に構築する手

法を各企業は開発する必要がある。例えば，企業の投資や運転費用の削減，

ITS以外のサービスに使用されているインフラ資源の共有化等が考えられ

る。特に，民間企業のインフラストラクチャの共有は，その利益とコスト削

減に関して国立又は欧州の公共事業機関の協力があって達成される。

RAIDの主要な成果は，リスクデータベースが完成したことである。

その内容は，

• 180以上の脅威とその影響が記述された0

.リスクが評価されてまとめられた。

・シナリオベースの分析が行われた。

・リスク軽減戦略が提案され，分析され，影響を受ける当事者が定義された。

これらが，最終報告書にまとめられている。
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2..3..4 道路管理の効率化

前掲の 2..1..11ITSで述べたように， ITSは，人，車，道路，通信等が複雑に

入り組んだシステムであり， 24時間， 365日， 50年以上で運用するシステムの

ライフサイクノレを考えねばならず，実績のある rCALSJの戦略を使わねばなら

ない。(図 11)

又，長期にわたる ITSの運用を考える場合， 9つの利用サービスの詳細定義

の内，特に「道路管理の効率化」については r道路維持管理システムJ，r道路

維持管理支援システム」の検討と開発が必要である。(図 12)

(I)建設CALS/ECプロジェクト

建設省は， 1996-2010年を対象期間とレて r建設CALS/EC整備基本構想」

を推進している。(表5) 

調劃脊融持強十
へ械刺W".tl現灸

欝十・施耳概維
持管理菊陸雪解量など
をもとにしえ窓易で
確実鴻僻担

(蜘-工湾挺縮
・コスト雑踏

252嬰濡II開腕蜘|
倒防正還 J I 緋靴・醐乙 l

図 11 CALSによる高度化効果

(出典:参考文献(5)) 
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図 12 道路管理の効率化

(出典:参考文献(6 )) 

この内，中期(1999-2005年)では，統合データベースの構築と電子化に対

応した制度の確立，長期 (2005-2010年)では， 21世紀の新しい公共事業執行

システムの確立を図り，建設CALSjECを完成することを目標としている。

建設CALSjECの構築は産業界全体で取り組んだ場合に効果が高いことか

ら官民共同研究(糊日本建設情報総合センターと民間会社 24社)の「統合情報

システム活用による建設事業の高度化技術の開発」を，平成8年度から 3ヶ年

の計画で実施して，公共事業の調査・計画，設計，施工及び維持管理の各段階
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対象期間 短期(1996-1998年} 中期(1999-2∞5年) 長期(2006-2010年)

~備目標 実liEフィーJ交レ換ド実の除実の現開始と 統合D制B度の構の築と電子化に対 21世紀の新しい公共事業執行
電子ヂ一世 応した 確立 システムの確立

個別目標
実短フィーlレド実験の開始 H 成果品の一部電子化 -鋼遣の電子化

1 技術基準額の電子化 刷プロジェヲトDBの構鍛 十l統合DB環境の確立

-電子鯛逮JレーJレの確立 -技術標準の選定 -新たな業務執行以rk.の確立

戦略立案 方け-実針電箆フィーJレド実験の実施 !各種制度の貝直し 1 電子デ一世環境における新

"情報インフラ盤備方針策定 た立な事業執行システムの確

活
子調逮Jレールの検討

動 基礎技術研究 伽国際標準の技術動向調査
|研副t究デキユ一リテ世ィ統合化技術に関する 銭。技術標術動向を踏まえた新たな内 研 刷技術標準に関する研究 準の検討 ω導入

廿W句 技術に関する研究

究
適用技術研究 適H 用図面性樟“討文書に関する基準の 電子化評価基準の研究

システム盤備 実経フィーJレド実践 "電子マニュアJレのm備 l統合DB環境の実現

制既存以テムの連携副再構築 "プロジェヲトDBの構築
。サービス調達のわライン化

運用・教育支援 -実験の支援と市販17トの績割 -既存資料の種手化支援等 -中小企業への助成錆置等

周知・普及活動 。各種PR活動の実施と他産 “継続的なPR活動の実施 i 継続的なPR活動の実施
業との交流

発注者側 建設省"関係公団 建言生省"関係公団一部の地 ほとんどの公共発注機関

普及予
方公共団体

想範周 受注者側 実般参加企業(建設コンサn一部の建設コンサル膏ント" ほとんどの建設コンサル世ン
"ント"建設会社等) 建設会社等 ト。建設会社十建盤関連会社

表5 建設CALSjEC整備基本構想

(出典:参考文献(5)) 

で発生する図面や書類の各種情報の電子化と，関係者間での効率的な情報の奈

換・共有・連携の環境を創出する建設CALSjECの構築に向けた検討を行った。

共同研究の体制を図13に示す。

ITSのように，技術進化が著しく，システム機能を長期間のライフサイクル

にわたって保証する必要のあるプロジェクトでは，この中でも特に，

・施工一維持管理段階の情報活用方策

施工一維持管理段階における CALSの概念を取り入れた新しい業務モデ

ルシステムの検討と実現に向けた技術的課題の検討

-統合情報データベースによる情報共有化

CALSの概念を取り入れた情報の共有利用を実現するための情報伝達方

法と，統合情報データベースの構築・利用に必要な基盤技術の検討

が重要で予ある。

(a) 施工一維持管理段階の情報活用方策の研究

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ
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図面標準の検討委員会(餐員長:田中成典

調査ー設計ー積算段階の情報活用方策WG(調査設計WG)

電子媒体による工事写真管理に関する検討委員会
(委員長:島i崎敏一 日本大学理工学部教授)

統合情報DBによる情報共有化WG(統合DBWG)

情報高度化の検討委員会(委員長:寺井逮夫千葉工業大学助教授)

558 

図面流通データ交換基盤検討委員会
(委員長:寺井逮夫 干葉工業大学助教授)

図 13 共同研究の体制

(出典:参考文献(5 )) 

施工維持管理段階において CALSの概念を取り入れたプロトタイプモデ

ルによる実証実験を通じて，実用化に向けた技術的課題を検討する。

研究範囲は，発注者内部及び，発注者と受注者，一般住民とのインタフェー

スまでとする。

プロトタイプ実験は，施工段階と維持段階を分けて行った。

(a -1)施工段階のプロトタイプ実験

プロトタイプの概要を図 14に示す。

プロジェクトデータベースシステム (PDBシステム)は，施工段階で必要な

情報の内，設計図面・特記仕様書等は，施設構成情報から，共通仕様書・法規等

は，統合データベース群から参照される。これらは，施工段階での情報処理・交

換・アクセスを考慮したスキーマでPDBに整理・格納されている。又， PDBに

は，施工段階で発生する情報も蓄積される。

実証実験の評価項目を以下に示す。

・情報の電子化効果(情報の再利用，情報へのアクセス等)
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総数機馬主4繁華襲
ブ山ス;ιhー…ー制 嶋崎明

2 

2 
e 

' s 
' t 
a 

図 14 プロトタイプの概要

(出典:参考文献(5 )) 

統合ヂ…タベ締日ス書草
佼縁者普・2去主義口、

-109 

上記による業務ノfフォーマンスの向上(リードタイム， コスト，品質)

-業務のコンカレント化の可能性

具体例として，盛土の品質管理， GPSを利用した出来形管理，工事写真管理

業務の効率化を目的に図15に示すような 3つの業務を対象に業務分析を行

い，業務支援システム/データベース/ネットワークを構築しその実用性を実際

の仕事で検証した。

(a-2)維持管理段階のプロトタイプ実験

ITSの進展により「道路の維持管理業務」については，膨大な道路ストック

に備えた工夫が必要となってきており，従来の業務の改善点をふまえて，未来

の道路維持管理業務のあり方(維持管理CALS)
7τ， 
"-。

についての実現方策を検討し

未来の道路維持管理のキーワードは，次のごとく纏められている。

① 道路情報の共有・連携(作業の効率化)
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統合情報活用による建設事業の高度化技術に関する研究

キーワード・オシラインマニュアI~. 曹理基準
の電子化.RI鼠験、品質曹理手順由瞳子化
車内土置鼠践緒豊"記録写真由電子化

概要

聞密直・ホ骨計による盛土の品質曹理基準
に義タき現禍嘗理苦行うため由サポートシス
テムマニュアル"轟阜の電子化をはじめデー
タ入力。報量由自副作成から計測結畢i土質
鼠験結果由データベースも構援した.

キーワード RTK-GPS，D-GPS，電干週S
準点‘測量デー夕、繊梯稼動曹理、オシライ
ンマエ品.71レ、記録写真由電子il:.股計図書"
!基準値の竃子化

概喪

GPSを聞いた基準点測量、応用測量に必要
制官報と出力成果由標準化を蝿来する.
機器のマニュアルか品殴計図書の検束"引用
担能についても検肘する.GPSデータ形式
由SIMAなどのCNJフォーマットへの変換由
ための樟討を行っす込

図 15 研究の範函と課題

(出典.参考文献(5 )) 

キーワード.工事写真曹湿器息土木工事必
御特記仕槍書・新土木工事積尊大森町竃字
化!デジ抑レ函館処理"飽鉱工率写真DB

概要:

工事写真智理業務の合理化を目的にデジタ
ル国憶を用いたデ'ti何レカメラを用いた工事
写真曹理システムを構築L.t=.工事写真智
理項目白書闘機低写真台帳の自動作成、
閣聞情報の積廉 '~I用、工事写真ヂ・4ペー
ス叩構築l作聾のコード化など由検討割h
b 

-道路施設データ，占有物件データ等のデータベース化

• GISを核としたシステム構築

-関係機関との情報連携技術構築

② 国民へのサービス向上

-国民とのパートナーシップ

・苦情等の一元的管理 (r道路110番」一情報連携システム構築)

図16に，プロトタイプシステムの概念図を示す。

主な機能は，次のとおりである。

• GISをベースとした道路データベースシステムの構築

560 

・平面図(道路台帳)，標識，道路排水のデータベースの構築及び上記道路

データベースとの連携
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::待曙

図 16 プロトタイプシステムの概念図

(出典:参考文献(5 )) 

-維持管理情報及び図面情報の組織聞の交換

.維持補修による変更データの更新

科用者

プロトタイプシステムは，官民間の維持管理業務サイクルの情報連携を円滑

に行うことを目的として，中核に道路管理データベースと GISを用いることに

より「誰でも・いつでも参照でき，迅速なデータ更新」の実現を試みている。

(b) 統合情報データベース(統合DB)による情報共有化

公共事業のライフサイクノレ全般におけるコストダウンを行うには，情報共有

の高度化(=電子化)を目的とした公共事業の執行プロセスの変革が必要であ

り，その情報インフラとして統合DBを検討した。

図 17は，統合DBによる情報共有イメージを示している。

① 統合情報DBは，単なるファイノレングシステムに留まらず，ワークフロー

としても機能し，建設CALSjECの全てのライフサイクノレに渡る情報を共有

して，公共事業執行を支援する。

② 統合情報DBは，建設事業に関わる全ての情報を取り扱えることが望まし
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統合情報DB

共通基盤情報

チェック・アウト

図 17 統合DBによる情報共有

(出典・参考文献(5 )) 

562 

く，プロジェクト管理業務の見直しを含め，業務処理の二重化が生じないこ

とが必要でトある。

③統合情報DB上のデータに関しては，その性格上，発注者によってオーソ

ライズされている必要がある。

④ 全ての情報は適切な検査の後，統合DBに登録(チェックイン)され，適切

な利用権限の後，統合DBから取り出される(チェックアウト)。

⑤ プロジェクト情報は，特定の公共事業プロジェクトに関わる情報を取りま

とめたものである。

⑥ 共通基盤情報は，公共事業全般に渡って共通的な情報を取りまとめたもの

である。具体的には，以下の情報が挙げられる。

-地形，地質，気象，海象等の自然条件

・既設構造物，土地所有者等の社会的条件
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-事業計画，都市計画，規制等の政策的条件

・基準，規格，示方書等の基準類

・論文，文献，施工実績，保有技術等の技術資料

.公的資格保有者一覧

(2) 道路維持管理システム

-113 

ITSの導入に伴い，道路交通分野に関する情報処理が高度化，複雑化する中

で交通管制業務の高度化が要求されている。

日本道路公団のアンケート調査では，交通管制に関係が深いと判断した 6分

野(ナビの高度化，自動料金収受システム，交通管理の最適化，道路管理の効

率化，安全運転の支援，緊急車両の運行支援)について，重要度を評価した結

果，①道路管理の効率化，②交通監視の最適化，③自動料金収受システム，④

緊急車両の運行支援，⑤ナビの高度化，⑥安全運転の支援，の順であった。

「道路管理の効率化」の分野で想、定される機能を整理し，必要なシステム構成

要素を抽出した。

図18は r道路管理の効率化(災害)の支援システムのイメージ」を示して

いる。

この図では，システムを実現するための機能を明らかにし，それらの機能の

聞を情報の流れが把握できるように整理されている。またこの図に基づいて交

通管制システムの構成要素を整理・統合したものが，図 19の「統合したITS向

け交通管制システムの構成」である。

図中網掛けのブロックは，新規に追加又は改造すべきシステム構成要素であ

る。

以下は r道路維持管理システム」のサブシステムの機能である 0

.道路形状DB::道路形状データを一元管理する。

-道路災害環境管理サーノ-{':道路上や沿線に関して災害の過去の発生個所，発

生の可能性のある個所等の情報を管理し情報提供する。

-災害予測サーノて:路側の各種センサーのデータに基づいて災害の発生を予測
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道路災都府青白崎

災害予測
災害監4敗以里

災害予測

災害イベント配
倍処迎

ITV制御班見

車両位置情報

積載危険物情報

提供処溜

災寄情報共有

提供処理
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管制民施設時胸室員、局民管理事議所員

図 18

する。

八

→事鶴漉僻議銀繍糠補酬有状糊紙作
司ーー 現却獄況報告情報資輔肺線有情報 ITV制御旨示情報

道路管理の効率化(災害)の支援システムのイメージ

(出典参考文献 (10))

-道路保全管理支援処理サーノて:道路の保全維持に必要な機具，数量，保管者

等の情報を管理し，情報提供する。

-特殊車両，危険物管理サーノて:特殊車両の登録，及び積載する危険物の種類

や事故時の対応方法などのデータを管理し，情報提供する。

-道路損傷予知サーノて:路側センサからのデータに基づいて，路面の損傷を予

測する 0

・地図情報管理サーノて:路線に関する地理データを管理し情報提供する。

• AHS-i情報処理サーバ::AHS-i路側を通じて収集した局内情報や提供情報

を一元管理。
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道路維持管理支援システム

日本道路公団では，雪氷作業が冬季の重要な業務となっている地区における

道路維持管理業務の効率化について， 日本道路公団及び業務委託会社を含む調

査対象者にアンケートに基づくヒヤリング調査を実施した。

調査対象業務は，

雪氷作業

災害個所の詳細情報の把握

道路巡回点検作業支援作業

維持車両の運行支援

ヒヤリング結果による「維持管理業務に関する主なニーズ」である。

ニーズの大きさ，導入効果，技術的な実現可能性の観点から

表6は，

表6について，

下記の5つのシステムが道路維持管理業務支援システムとして整理された。

現場動画像伝送システム① 

② 

(3) 

①

②

③

④

 

路面状況監視システム

除雪作業支援システム③

④

⑤

 

流出物判別支援システム

本線・沿線関連情報データベース

文， 5つのシステムについて，それらを実現した場合のイメージを図20に示

四角で囲った説明は実現される機能をす。吹き出しの説明は個々の設備名称，

示す。

今後は，技術の進展を見極めながら個別システムの具体的展開を図ると共に，

として統それらの個別システムを統合した「道路維持管理業務支援システム」

合的運用管理を検討していく必要がある。

ITSの運用と信頼性-CARE(Computer Aided Reliability Engi-

neering)による評価

ITSは，道路，交通，車両，情報通信等の広範囲にわたる分野を統合システ

ムとして構築して初めて円滑な運用が可能になるものである。そのためには各

2..3..5 

分野において個別システムの詳細設計を開始する前に，個別システム聞の関連

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



567 電子政府と建設CALS 117-ー

表6 維持管理業務に関する主なニーズ (出典:参考文献 (11))

①雪氷，事故，災害について，現場の動画像を見たい。降雪状況，除雪車

両の水しぶき，災害復旧過程，油などの流出状況，事故状況(車線規制

などの具体的な対応を決めるため)などの，時系列的に変化する状況を

リアルタイムで把握したい。事務所からカメラ角度をコントロールでき

るとよい。

全 体 ②点検・復旧活動で，関連情報(台帳，完成図書，地形など)をキロポス

トで検索したい。

③新任・転任者はキロポストを言われでも周辺状況が理解できない。また

沿線状況は年とともに変わる。キロポストの指定により現場写真，地図，

地形図などが表示できるシステムがほしい。

④車両の現在位置の詳細把握をしたい。

①路面塩分濃度計測により塩・薬液の使用量を削減したい。

②雪氷管理員は平日は夜勤のみなので昼間の状況を詳細に知りたい。ヲ|継

在三世ヨ 氷
ミスを無くしたい。

③ワンマン化については，作業の安全，沿線の降雪情報などの収集，進捗

の報告などに考慮すべき。

④気象協会に委託している沿線の気象予測の予測精度を上げたい。

①地反日寺の橋梁(振動)，豪雨時ののり面(地滑り)，暴風時の切土・樹木

災害情報把握
などで被害予測をしたい。

②資材管理システムにより，短時間，少しの手間で必要資材の所有業者を

jコカ〉るようにしTこしユ。

①本線表側のキズなど，通常の目視点検では発見できない異常もある。こ

巡回点検 れらを発見できる方法，および現場で情報入力し，データベース化した

し〉。

①渋滞が発生すると路側が狭いために，大型レツカーなどは通行できない

緊急車両の
のが最大の問題点。

運行支援
②油等の流出物の流出状況を事務所から把握したい。

③流出した油や薬品の取り扱いが不明な場合が多く，車両に近寄っても良

いものかどうかの判断ができない。

を明確にして全体の構図をシステム・アーキテクチャとして定義する必要があ

る。日本では，高度道路交通システムに係わるシステム・アーキテクチャとし

て平成 11年 11月に道路・交通・車両インテリジェント化推進協議会から出版

されている。 (231項参照)

システム・アーキテクチャを具体的に展開し，円滑で経済的な運用ができる
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図 20 ITSサービスの具体例

(出典・参考文献 (11))
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信頼性の高いシステムを構築するためには，システム・アーキテクチャから各

システムまた各サブシステムとトップダウン方式で信頼性要求事項を定量的に

ブレークダウン(配分)していく必要がある。ここにいう信頼性とは，国際的

にはIEC60300や1SO9000-4に規定されているディベンダビリティと呼ば

れているもので広義の信頼性を意味し，信頼性，アベイラピリティ，保全性，

支援性(RAMS: Reliability， Availability， Maintainability， Supportability) 

や統合保全支援(1LS: 1ntegrated Logistics Support)それにライフサイクノレ・

コストの概念も入れて信頼性の高いシステムを経済的に達成しようとするもの

である。ディベンダビリティのマネージメントにはリスク解析も実施する場合

がある。リスク解析は安全性の定量的解析として狭義に使われている場合が多

いが，広義にはあるシステムを採用するかどうか，採用するにはどういうリス

クが考えられるかをマネージメント面から判断するために使われる解析であ

り， ITS分野では例えば，米国の連邦高速道路局への報告書ITSRisk Analysis 

(1996)がある。

ITSのような大きなシステムにおける信頼性諸要求事項を実現し，効率よく
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マネージするには，一つのデータベースをもっ統合信頼性ソフトウェアを使用

して解析することが必須である。ここではイスラエルの BQRReliability Engi-

neering Ltd，の信頼性統合ソフトウェアである CARE(Computer Aided Reli-

ability Engineering)jCAME (Computer Aided Maintenance Engineering)を

適用した。CAREjCAMEの概要は，ホームページhttp:jjwww.bqr.comjiapan 

で見ることができる。CAREjCAMEは，システム・アーキテクチャの構築から

個別システムやアセンブリの設計，部品の選択まで，効率よく RAMS・ILS解

析を行い，また保全性，アベイラビリティ，ライフサイクノレ・コスト等の最適

化設計を行うツールである。設計段階でシステムに信頼性を織り込むだけでな

く，運用段階でフィールド・データの収集解析とシステムへのフィードパッ

ク，保全，支援体制管理等を行うことができる。このツ}ノレを使うことにより，

ISO 9000その他の国際規格への適合性も容易にチェックすることができる。こ

のソフトウェアは，建設CALSの一部として設計で使用される CADシステム

とのインターフェースや運用段階で使用される個別情報システムとの統合がで

き，システムの効果的運用が可能となる。

建設 CALSをILSの構築に適用し，その信頼性評価として CAREを使った

システムの実例として， AL VIS Vehicles社(AVL)によって開発された戦車の

配置を統合的にマネージメントするシステムを紹介する。システム構築にあ

たってのAVL社の方針は，製品支援データ管理を改良すること，コア・データ

ベースをもって解析ツールの統合を図ること，市販のソフトウェアのみを使用

し特別のソフトウェア開発をしないこと，将来の拡張性を考慮すること，要求

軍規格を満足すること等である。また，製品支援に CALSの考え方を適用する

こと，現存の紙面上のデータをディジタノレ化すること，信頼性と保全性データ

をオーソライズされたデータベースにすること等が実施された。図21は，この

システムのロジスティック・データと関連システムとの関係を示す概念図であ

る。システムのコアとしてロジスティックスのデータベースを構築し，それに

信頼性評価(CARE)，CAD，ライフサイクル・コスト解析，予備品最適化解析

等のソフトウェアが統合されて運用されている。コア・データベースをもっ統
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図 21 建設CALSのシステムに CAREを統合した例

合システムの構築により製品支援とマネージメント能力の拡大が図られ，文書

を全て電子化することにより運用の効率化が図られている。 このシステムの実

現によれ製品支援体制と信頼性データを入力すると数分で必要保全部品を算

出することが可能で、ある。

次に， ITSへの CAREjCAMEの適用方法について検討する。 ITSのシステ

ム全体の最適な信頼性や保全体制を確立するには，先ずシステム・アーキテク

チャの信頼性要求事項を規定し， それをシステム， サブシステム， ブロック，

個別部品へとトップダウン方式でブレークダウン(配分)していく必要がある。

これにはCAREの信頼性ブロック図(RBD:Reliability Block Diagram)ツー

ルを使用して平均故障間動作時間(MTBF:Mean Time Between Failure)や

平均修復時間(MTTR:Mean Time To Repair)を規定し， ライフサイクノレ・

コスト (LCC:Life Cycle Cost)ツールを使って製品のライフサイクルにわた

る経済効果を評価する。小さいシステムや単独システムではこれをシステム設

計段階で行うこともできるが， ITSのような大きいシステムではシステム・

アーキテクチャの段階で実施すべきである。 ITSを構成する道路・交通管理シ

ステム， ノンストップ自動料金収受システム(ETC:Electronic Toll Collec-
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tion System)，カーナビゲーション・システム等のシステム・サブシステムへ

この信頼性要求事項が配分されると，これをシステム設計段階でシステムに織

り込んでいく必要がある。具体的には，信頼性部品ライブラリーやCADシステ

ムとインターフェースしながら部品レベノレの故障率，回路やボードレベル等の

サブシステム設計における信頼性モデ、ノレを規定して，システムの信頼性を把握

する訳である。信頼性モデルには，直列モデノレ(どれか一つのエレメントが故障

するとシステムが故障する)，並列モデル(全てのエレメントが故障するとシス

テムが故障する)，ネットワーク・モデル(全てのネットワークが故障するとシ

ステムが故障する)，冗長モデノレ等があり，これらを組み合わせることで信頼性

要求事項に合致させるよう設計や評価解析を行う。具体的評価は信頼度 (R:

Reliability)，アベイラビリティ (A:: Availability)，平均故障問動作時間

(MTBF)，平均修復時間(MTTR)，ダウン時間(DT:Down Time)等の尺度を

使って評価される。またフォーノレトの木解析(FTA: Fault Tree Analysis) 

ツールやフォールト・モード影響と致命度解析(FMECA:Fault Mode Effect 

and Criticality Analysis)ツールを使ってシステムに起こりうるあらゆる故障

モードを分析してその影響を最小限に抑えるよう設計する。これらの諸データ

は， CAREマネージャと呼ばれる統合ツールによってそれぞれのツールと効果

的にリンクされているので，設計変更や信頼性要求事項の再配分にも容易に対

応できる。次にシステムの保全性設計行う必要がある。これにより保全の概念

を確立し，保全体制，修復予備品の適正配置を最適化し， LCCツールを使った

運用段階における保全コストを評価する。これらは， CAMEマネージャによっ

て効果的に行うことができる。

新規のシステムを構築する場合は上述の手I1直によるが， ITSに関しては全く

新しいプロジェクトが始まるものではなく，路側では道路交通情報の提供，車

側ではカーナビゲーション・システムによる端末情報の提供等個別の要素技術

を駆使して実使用化されているものが数多くあり，それらをより効果的に運用

するために， ITSのシステム・アーキテクチャをつくって標準化，統合化を図

ろうとするものである。 ITSは，また要素技術の開発や国際的動向等により常
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に発展的更新がなされていくシステムである。よって ITSのサブシステムとし

て既に実用化されているものに関しては， ITSのシステム全体を統合的にマ

ネージしていくために，サブシステムの信頼性要求事項のレビューが必須であ

る。具体的にはRDBツーノレにより部品やブロックの信頼性データをボトム

アップ方式で積み上げたり，運用実績のあるシステムについてはフィールド・

データ解析(FDA:Field Data Analysis)ツールを使って実使用データを収

集・解析して，システムが信頼性要求事項に合致しているかどうかを検証し，

その結果をシステムに反映することが重要な作業となる。

カーナビゲーション・システムは，実用化されて 10年を経過して市場での運

用実績もあり，今後ITSの車載情報端末として益々重要かつ高度なシステムと

なるであろう。そこでカーナビゲーション・システムについて CAREのRBD

ツーノレを使って，ボトムアップによる信頼'性解析を行ってみる。この例はあく

までCAREソフトウェアを使って容易にかつ迅速に信頼性解析ができること

を示すもので，ここに使われた入力データは全てデフォルト値である。先ず信

頼性解析に，RBDツリーの作成を行う。本来は製品設計段階から CAREを使っ

て信頼性設計がなされておれば，コア・データベースにあるデータを使って簡

単に RBDツリーを自動作成することができるが，ここでは図22に示すシステ

ム構成図を基にマニュアノレで作成した。作成された RBDツリー及びダイヤグ

ラムの一部を図23，図24に示す。 RBDツリーは画面の左側に示され，システ

ムが信頼性的に直列モデル，並列モデ1レ，ネットワーク・モデル，末端エレメ

ントで構成されていることが上下スクロールで表示されている。画面の右側に

は，システム，サブシステム，ブロック等の信頼性構成を示したブロック図が

表示されている。それぞれのサブシステムやブロックに必要な定量値を入力し

て1，000時間(1日約3時間の稼動とすると約 l年間)の信頼性を計算した結

果，次の通りとなった。

A(アベイラビリティ)=0..999 

MTTR(平均修復時間)=170-178分

R(信頼度)=0れ997-0..992
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図22 カーナビゲーションのシステム構成図

A:システムが故障した場合修復しながら満足に稼動する確率

R:システムが故障しないで稼動する確率

図25にその結果の一例を示す。画面の RBDツリーの各エレメントにはA，

MTTR， Rの解析結果が数値で表示されている。実際の信頼性設計ではCAD
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図 23 信頼性ブロック図のツリーとダイヤグラム(1)

システムとインターフェースしながら信頼性ブロック図を部品レベノレまで展開

できるが， ここではブロックレベルまでとした。

この例のように解析された信頼性データを基にして， ITS全体から見てこの

システムの信頼性要求事項と合致しているかどうかをレビューし， 合致してい

ない場合は前述のトップダウンの方法で信頼性要求事項をサブシステム， アセ

ンブリ，部品レベノレに再配分することで，過剰品質や品質不足の箇所を再設計

して信頼性水準とコストの最適化を図ることができる。

今回， ITSのシステム全体の信頼性を最適化するうえでコンピュータを駆使

した信頼性すなわち RAMS・ILSの評価が欠かすことのできないものである

ことを説明し，具体的に CAREを使いカーナビゲーション・システムを例にし

た信頼性の評価方法を示した。

今後， ITSの実用化に向けて種々の活動がなされるであろうが， その中でも
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図24 信頼性ブロック図のツリーとダイヤグラム(2)

rITSにおける道路の効率的運用」については r建設CALSの運用と信頼性評

価」を行うことによりライフサイクル・サポートを指向した統合的なシステム

開発が可能となることで，今後特に注目したい課題である。

3.まとめ

日本でも，中央省庁，地方自治体が2003年までに電子政府を実現する計画で

ある。建設CALSは建設省が2004年から，地方自治体が2010年から実施する

予定である。ITSは現在，すでにVERTISとして5省庁と地方自治体が推進し

ている。これらは情報社会を創るには不可欠なプロジェクトである。言い替え

れば，電子政府も公共事業も ITSも世界中が，トップを争っているプロジェク

トであり，最初に成功した国，企業がすべての利益を得るというスピードがす

べての競争である。
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図25 カーナビゲーション・システムの信頼性計算結果(一例)

576 

国別，地域別に存在した産業がインターネットで突然，厳しい世界を相手の

競争の真中にひっぱりだされるという事態が，たてつづけに起こっている。日

本では，コンビュータ，通信産業が最初で，次が電子製品，出版，銀行，金融

と起こり，今，電力，音楽，映像などに起こりつつある。建設，土木，政府は，

もっとも地域色の強い産業であった。しかし，いったん，デジタル化に踏み込

めば，もう後戻りはできない，遼巡は敗者になることを意味する。

ゴア副大統領が1990年からスーパ}ハイウェイ構想、を提言し， 1993年から

は電子政府を実施してきたが， 2000年の大統領選挙の切り札として，電子政府

を2004年までに実現すると約束している。つまり米国は 10年以上，電子政府

をプロジェクトとして，かなり思いきったことを実施してきたが，まだ完成ま

でに，さらに 4年かかることを予想している。電子政府を国民運動にすること

は，非常に難しいし，時間がかかっている。 EUも情報社会建設という目標を掲
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げて，第5フレームワークの中で，沢山のプロジェクトを実施している。

このように，電子政府といった政府のデジタル革命は，容易には進まないこ

とが実証されつつある。それは，体制保持が最大の目的という仕組みが政府機

構であるからである。政府の変革を実現するには，まんべんなし予算を配分

して，各機関で，各機関の意思で情報技術の導入を進めることは，体制維持に

情報技術を使い 1日でも多く延命を図ることに使われるだけである。

本論文で検討したように，最初は小さく 1つのプロジェクトに集中して実

施し，その成功事例を，早く，数多く，積み上げて行くことが，今までに実績

をあげた戦略である。それが米国の国防総省のCALSであり，日本の建設

CALSである。この戦略は行政CALSとなりえる。
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